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組 織 の 概 要

1.設 置 の 目的

2.機 能 と事 業

機 構 お よ び 業 務 内 容
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1日 設置の目的

本県の工業は、昭和30年代後半から新規工場立地の進展に伴い大きく発展し、従来は繊維工業が中心でしたが、

一般機器、輸送用機器、電気機器等の加工組立型産業が中心を占めるようになり、工業構造は大きく変化してきま

した。

こうした状況の中にあつて、本県進出企業と在来中小企業間では技術水準の格差が大きく、また、企業間の連携

・協力体制が十分でないこともあり、中小企業の技術力向上、支援体制整備の要請は、急激な技術の進歩に伴い、

ますます重要な課題となってきました。

これまで、地場産業の発展を支える機関はあつても、県内工業の全般的課題に深くかかわり、基盤的役割を果た

す機関は未整備でした。

また、本県産業の主要な部分が高度で先端・先進的な技術を必要とする電子、機械、精密加工等の業種に転換

してきたことや、これら業種や複合技術に関連する協力企業群の技術水準の向上が不可欠となり、これらへの技術

力向上支援体制を充実することが大切となつてきました。

さらに、こうした時代背景の中で、企業相互、産。学。官の連携により、各分野に分散・個別に蓄積されてきた技術

ポテンシャルを結集するなどの適切な対応が必要となつてきました。

産業界からの強い要請もあり、このような課題に応えるため、電子、機械、化学、食品、材料、デザインなど、広範

な分野を対象とする総合的な試験研究指導・研修機関として、また本県工業技術振興の拠点として、工業技術セン

ターは昭和60年 4月 に設置されました。

また、急速な技術革新に対応し、今後技術立県としての地位を確立するため、総合的な試験研究機関としての工

業技術センターの整備に伴い、人材育成、技術・人的交流、情報の収集・提供といつたソフト部門を受け持つ (財 )滋

賀県工業技術振興協会が昭和60年 3月 に設立されました。

さらに近年、時代の要請や本県の特性を踏まえた行政課題に即応した試験研究を進めるとともに、他の試験研究

機関や大学、地場産業をはじめとする産業界との連携、交流を推進し、簡素で効率的な中にも質の高い組織のあり

方が求められてきました。こうした社会情勢の中、研究成果を行政施策へ効果的に反映できるよう努め、他の試験研

究機関や大学、地場産業等との役割分担、機能連携を検討するとともに、産学官交流を推進し、地場産業等への技

術の普及に努めることを目的として、平成9年 4月 1日 、行政改革の一環としてこれまでの滋賀県工業技術センター

と滋賀県立信楽窯業試験場が整備統合され、滋賀県工業技術総合センターとして新たにスタートしました。

また、県内企業の総合的な支援を行うことを目的に、平成 11年 4月 1日 、これまでの (財 )滋賀県工業技術振興協

会が、(財 )滋賀県中小企業振興公社、滋賀県中小企業情報センターおよび滋賀県小売商業支援センターと統合

され、(財 )滋賀県産業支援プラザと改称しました。
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2.機能と事業

(平成 12年 4月 1日 現在 )

企 画 調 整 (1)工 業技術振興施策の企画・研究の調整
(2)工業技術関係調査の実施

試 験 。 分 析
(1)試験分析機器の整備
(2)原材料・製品等の依頼試験
(3)開放試験機器の提供

指 導 ・ 助 言
(1)技術相談。指導
(2)技術相談役制度
(3)技術普及講習会の実施
(4)専 門家派遣事業の実施

工
業

技
術
総

合

セ

ン
タ
ー

研 究 (技術開発 )

(1)研 究活動の推進

(2)コ ンピュエタの利用促進

(3)ツサーチ・カウンセラー制度

広 報

(1)情報誌の発行

(2)工 技連連合部会・地方部会等の開催
(3)図書の整備。開放利用

(4)ホ ームページの運用

教 育 ・ 研 修 (1)技術研修の開催

情 報 収 集 提 供

(1)科学技術セミナーの開催
(2)オンラインシステムCOIS)を不可用した情

報検索サービス

(3)情報誌の発行

異 業 種 交 流

(1)技術交流プラザ事業の実施

(2)異 業種交流推進事業の実施

(3)広域異業種交流

産

業
工支

業援

支プ

援ラ

課ザ 産 学 官 交 流

(1)産 学官交流促進協議会

(2)しがFAコンノーシアム

(3)滋 賀ウエルフェアテクノハウス研究会

下 請 企 業 振 興

(1)受発注の推進と取引あつせん

(2)適 正化取引の指導

(3)広域商談会・テクノフェアの実施

(4)下 請企業の経営等指導

産 業 総 合 支 援

(1)イ ンキュベータ入居企業の支援

(2)新 技術の商品化・事業化促進

(3)総合的相談窓 口の開設
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3.機構および業務内容

工業技術総合センターは総合的な試験研 究、指導、研修等を実施するために、管理担 当、機械電子担 当、

機能材料担 当および信楽窯業技術試験場を設けています。そして、(財 )滋賀県産業支援プラザエ業支援課

と連携を図りながら、効果的な活動を推進しています。

(平成12年 4月 1日 現在)

工 業 技 術 総 合

セ ン タ ー

所長 ― 主席

参事

管 理 担 当

①センターの庶務および予算・経理に関すること。

②試験研究の企画調整および企業化支援棟に関するこ

と。

③工業技術情報および調査研究に関すること。

④ (財)産業支援プラザおよび発明協会に関すること。

機 械 電 子 担 当

①電気・電子技術に関する試験研究および指導に関する

こと。

②機械技術に関する試験研究および指導に関すること。

次 長 機 能 材 料 担 当

①無機材料・高分子材料に関する試験研究および指導

に関すること。

②有機材料・食品に関する試験研究および指導に関する

こと。

デサ・インサダク・ループ
ー

①CADお よび産業デザインに関する研究および指導に

関すること。

主任

専門員

<信楽窯業技術試験場>

賄耐据言デザ傘舅E当

①場の管理運営に関すること。

②技術支援。人材育成に関すること。

③デザインおよび新製品の開発に関すること。

④陶磁器成形および加飾技術の研究に関すること。

セラミン列勝科担当

①生産技術の確立研究に関すること。

②新素材・新技術の開発研究に関すること。

③依頼試験・分析に関すること。

参 事

職員数 40名

事務 6名

技術 33名

現業 1名

(財)産業支援プラザ

理事長 一― 副理事長 ―一

理

理 事

(事務局長 )

総 務 課

企画情報課

資金支援課

商業支援課

工業支援課 ①技術情報の収集・提供に関すること。

②異業種交流の推進に関すること。

③産学官交流促進に関すること。

④技術セミナーの開催に関すること。

⑤技術研修(講座)の 開催に関すること。

⑥下請企業振興に関すること。

⑦工業技術総合センター連携・支援に関すること。
職員数 15名

事 ―― 事務局次長
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4口 職 員

所 長 ――― 主席参事 ――

井上嘉明   坪田年

平成 12年 4月 1日 現在

管 理 担 当

グループ長

主 幹

青木繁治

機

横 江 淳 子

竹 若 楠 男

小 西 義 則

青 山 祐 美 子

副 主 幹

(兼 )主 査

主  査

主任主事

機 械 電 子 担 当 一

グループ長

主任専門員

河村安太郎

F]ぽ

≧

且

卜 主  査

主 主任技師

― 主任技師

― 技  師

生

昭

司

久

志

徳

央

雅

一

栄

典

高

利

典

崎

井

川

尾

道

井

本

川

酒

小

深

今

藤

山

「
次  長

谷弥寿男

員

査

査

師

師

日

主

　

技

技

Ｆ

任

　

任

任

専

主

主

主

主

匡
―
脂
―
」
―
―
げ
十
一

昭

正

敏

川

本

仁中

前

松

山

明

彦

伸

邦

井

山

白

坂

樹

嗣

俊

啓

田

島

岡

中

師

師

技任主

技

一　
一

彦

児

雅

誠

上

下

野

山

能 材 料 担 当 ―

グループ長

(兼 )主席参事

坪田 年 ― 主任技師 佐 々 木 宗 生

― 参 事

今西康博

― 主任専門員

中山勝之

デ ザ インサ ブ グル ー プ

グループ長

専門員

福村 哲

陶 磁 器 デ ザ イン担 当

グループ長

主任専門員

高井隆三

―
l

主  査

主任技師

<信楽窯業技術試験場> 場 長 (本・参事)今 西康博

鎌 )専門員

専 門 員

主任主査

主  査

主  査

主任技師

技  師

業 務 員

セ ラ ミン ク 材 料 担 当

グループ長

専門員

宮代雅夫

哲

司

一

男

臣

亮

也

子

村
嘲
朧
榊
騨
陸
御
婢

福

川

伊

竹

西

高

大

村

主任主査

主  査

主任技師

黄 瀬 栄 蔵

横 井 川 正 美

中  島  孝
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予 算 の 概 要

1.事  業 費

2

3 決  算  額

歳 入 日歳 出



1.事業費 (平 成刊1年度 )

(単位 :円 )

概 要 金 額

庁舎等管理運営費 (普 及広報費を含む ) 70,965,457

6,800,000企業化支援棟施設運営費

2,800,000研修施設整備事業

3,692,601情報提供室 (図 書室)運営費

情報化基盤整備事業 7,747,950

試験研究用備品等設備整備 102,878,818

3,279,182試験研究指導費

42,115,222技術開発費

3,498,000技術指導費

1,213,341研究連携推進事業費

3,801,000

栗

東

IS014000推 進事業費

8,629,195試験場運営費

5,734,763試験場試験指導費

10,346,500試験場技術指導施設費

520,000窯業技術者養成事業費

1,617,032研究参与事業費

12,639,900生産技術に関す る研究費

22,459,000新素材に関する研究費

3,362,000

信

楽

窯

業

技

術

試

験

場

新製品の開発研究費

1,231,353地域活性化ア ドバイザー事業

344,384,844職員費

10,446,292その他

670,162,450計
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２

歳

.歳入・歳出
入

歳  出

収入済額 摘 要科  日 予 算 額 調 定 額

35,901,920
醐触　　刺

25,934,570
1,807,600

835,380
1,245,770
6,078,600

30,982,000 35,901,920
使用料およ

び 手 数 料

中企庁技術開発研究費補助金
呻 町

14,900,000
33,891,750

48,791,750 48,791,750国庫支出金 48,790,000

生産物売払収入 (信楽 )178,999 178,999財 産 収 入 50,000

寄 付 金

緊急雇用特別姑策基金繰入金3,000,000 3,000,000繰 入 金 3,000,000

18,290,240

機械工業振興事業費交付金
統 中月ピ酵翅糊虞支援必謝弔膠連蒔沼費

17,794,
150,

271,
74,

技
複

術開発室電気料金 (栗東 )

写サー ビス (栗東 )

帳利息通 2

18,388,000 18,290,240諸 収 入

県   債

106,162,909 106,162,909計 101,210,000

執行額

報 酬 504,000

178,760,000給 料

職員手当 110,038,844

55,590,032共済費
214,900

報償費 4,006,623

6,669,355

需用費 65,969,949
6,371,747役務費

委託料 74,771,829

告料 2,061,367お よび

原材料費 3,132,763

145,985,492備 品 入

負担金補助および交付金 4,360,704
47,200公課費

中小企業費 工業技術総合センター費

658,484,805小 計
1,790,000報償費

795,796旅

790,590需用費
6,859,611

使用料お よび賃借料 425,443

137,760備品購入費
金 甫助お よび交付金 387,500

工業振興費商工業費

11,136,700

商工費

小 計

58,165人事管理費
81,680旅 費

総務管理費

139,845小 計

総務費

用 401,100建 建築総務費
401 100ノよヽ言十

土木費

670,162,450
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3.決算額

年度別歳入一覧表

財産収入……工業技術振興基金運用収入他

繰 入 金……工業技術センター施設整備基金取崩 し

諸 収 入……日本自転車振興会補助金他

寄付金 5,100,000円 を含む。

寄付金 9,000,000円 、県債 270,000,000円 を含む。

寄付金  360,000円 を含む。

平成 9年度分には平成 9年繰越分を含む。

*2寄付金 700,000円 を含む。

*4寄付金 5,100,000円 を含む。

*6寄付金  360,000円 、県債 90,000,000円 を含む。

*8緊急雇用特別対策基金繰入金

(単位 :円 )

１

２

３

■

埒

巧

Ｗ

注

歳 入年

　

　

度
使用料及び

手 数 料
国 庫 支 出 金 財 産 収 入 繰 入 金 諸 収 入 一 般 財 源 計

57 2,695,240 2,695,240

58 43,967,000 43,967,000

59 13,897,000 350,189,350 58,585,000 2,120,427,000 2,543,098,350

60 1,397,100 12,950,000 241,353,330 40,845,000 196,987,904 493,533,334

61 6,818,350 16,012,633 261,292,980 33,165,000 218,562,326 535 851,289

62 6,919,850 16,656,532 99,886,246 226,806,293 350,268,921

63 10,325,100 5,709,000 17,884,599 97,444,000 20 597.000 249,350,601 401,310,300

14,910 *1   563,805,758 763,711,855一売 12,599,050 27,319,000 47,035,361 l12,937,776

7,750,000 87,251,224 106,709,703 33,267,995 262,587,852 512,865,07415,298,300

759,074,39813,941,100 10,400,000 72,563,529 109,026,776 55.874 *2   553.087、 119

*3   760,733,237 945,959,2134 15,552,050 20,125,000 39,589,382 81,776,284 28,183,260

17,323,050 23,470,114 65,932,463 55,940 *4   349,292,414 456,073,981

17,878,270 *5   362,601,330 488,374,31820,298,650 13,283,000 18,502,868 50,815,200

8,273,082 9,986,507 14,567,266 *6   546,326,863 608,880,66816,278,950 13,448,000

666,698,3128 18,200,650 21,485,000 6,843,746 620,168,916

30,694,760 *7   859,608,099 1,217,090,17025,480,780 *7 301,144,950 161,581

211,498,523 546,685,087 811,938,57510 25,144,960 28,336,300 273,705

178,999 *8   3,000,000 18,290,240 552,321,896 658,484,80511 35,901,920 48,791,750
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歳 出年

　

　

度 建  設  費 施設整備費 普及指導費 研究開発費
振興協会

助  成
運  営  費 職 員 費 計

57 2,695,240 2,695,240

58 43,967,000 43,967,000

59 2,188,909,000 350,189,350 4,000,000 2,543,098,350

60 295,149,000 22,757,930 4,086,000 29,580,481 49,491,557 92,468,366 493,533,334

61 301,307,984 34,221,520 9,020,000 30,770,881 50,503,872 110,027,032 535,851,289

62 109,987,607 30,549,100 9,192,500 28,807,124 54,414,818 117,317,772 350,268,921

63 123,231,000 45,049,000 ll,734,000 29,366,778 54,756,318 137,173,204 401,310,300

一万 109,991,759 73,718,000 11,780,000 30,812,163 390,510,761 146,899,172 763,711,855

2,953,440 110,473,684 84,235,516 14,423,000 30,128,061 108,521,510 162,129,863 512,865,074

292,064,790 82,728,956 76,017,591 13,231,000 31,524,168 91,674,784 171,838,109 759,074,398

4 448,900,754 96,191,391 83,229,609 12,441,000 36,760,705 81,326,940 187 108.814 945 959 213

5 36,520,813 87,319,210 13,155,000 37,205,434 85,540,268 196,333,256 456,073,981

64,452,632 81,478,987 15,005,000 37,797,950 85,589,872 199,049,877 483,374,318

123,502,270 45,212,721 69,313,996 38,249,726 38,282,681 83,255,664 211,063,610 608,880,668

8 131,627,781 129,260,652 53,954,499 47,225,504 83,429,093 221,300,783 666,698,312

451,360,350 242,841,391 63,188,639 37,000,533 93,946,869 328,752,888 1,217,090,170

290,327,728 52,822,893 45,611,212 90,433,773 332,742,969 811,938,57510

344,384,844 658,484,80511 142,975,492 54,514,531 25,366,277 91,243,661

年度別歳出一覧表

注 :1,建 設 費……調査等事務費を含む

2.平成 9年度分には、平成 9年度繰越分を含む

(単位 :円 )

8



施 設 お よ び 設 備 の 概 要

1.敷 地 お よ び建 物

2.設 備 日機 器



1.敷地および建物

所在地 T520-3004

滋賀 県栗 太郡栗東 町上砥 山232番地

077-558-1500     FAX   077-558-1873電  話

(1)案 内図

OJR線利用の場合

琵琶湖線 (東海道線)草津駅 (東 口)下車 (新快速電車停車 )

・帝産バス 「栗東トレーニングセンター (東宝ランド経由)」 行 (昼 間 毎時55分発 )

北の山下車 徒歩 8分 ・―…………………………………………………………・ 約 23分
・ タクシー ・…………………………・・中………………………………………………… 約 15分

○ 自動車利用の場合

・名神 高速道路栗東インターチェンジ (信 楽方面出 口)よ り東南方 向 ・中中中中………………中… 5分

・国道 1号線 上鈎北 (か みまがりきた)交差点 (大安家具店前 )よ り東へ ・…………………………… 8分
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(2)配置 図

地

物

土

建

35,350.14m2(登 記面積)(実預1面積 36,610,88m2)

研究管理棟

(鉄 筋コンク リー ト造 2階建 ,一 部 5階建 )

実験棟

(鉄筋コンクリー ト造平屋建 ,日 本 自転車振興会補助 )

別 棟 (解放試験室 )

(鉄筋 コンクリー ト造平屋建・国庫補助 )

別 館 (工業技術振興会館 )

(鉄 筋コンクリー ト造 3階建 )

企業化支援棟

(鉄筋 コンクリー ト造 2階建 。国庫補助 :平成 11年 2月 竣工 )

その他

4,296rn 2

693rn 2

154m2

2,394m2

886.57rn 2

254rn 2

務

至名神栗東 IC
国道 1号線

県
道
上
砥
山
上
鈎
線

O
駐車場

駐車場 O

駐車場

県道栗東信葉織

工業技術振興

β

ヽ
ト

至国道 1号線
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2.設備・機器

平成11年度に取得した主要機器等は次のとおりです。

取得年月 日 摘   要規   格 数 量品    名

1 Hll.10.5 地域産業集積活性

化対策事業費補助
日本ヒューレットパッカード爛

HP16702A
デジタル信号解析

システム(I)

地域産業集積活性

化対策事業費補助

Hll.10.29ソニーテクトロニクス

TDS784D
デジタル信号解析

システム (Ⅱ )

Hll.11.30 地域産業集積活性

化対策事業費補助
アツバックフアイ

ESCA5400用
ESCA制御システム

Hll.11.30 技術開発研究費補

助

1ライカマイクロシステムズ (株 )

TCS― SP
共焦点レーザー

蛍光顕微観察装置

技術開発研究費補

助

Hll.11。 30帥バイオット

MLU2LR/MR25
超好熱菌培養・

酵素調製システム

Hll.11.30 日本 自転車振興会

補助

システムプラス

VT560
振動解析記録システム

Hll.12.17 県単ポらつとホームい
Linuxサ ーバー他

情報化研修支援機器

H12,1.20 日本 自転車振興会

補助

テーラーホブソン酬

タリロンド300
真円度・円筒形状測定機

H12. 2.16 地域産業集積活性

化対策事業費補助
テイーエー・インスツルメント・ジャパ

ン           TA5200型
熱分析装置

H12,1.31 地域産業集積活性

化対策事業費補助
NEO THERMO
TVS-620

赤外線温度分布測定装置

H12.1,31 地域産業集積活性

化対策事業費補助
中外エンプニアリング

ATM46-17B HST42-12。 5TA
雰囲気式高速昇温電気炉

県単1 H12。 1.31JTトーシ脚
CAI-1/4R-01

衝撃試験機

H12.1.31
地域産業集積活性

化対策事業費補助
不ニパウグル爛

円柱状顆粒製造 KAR-130

整粒処理機   QJ-230

造 粒 機

Hll,10.20 地域産業集積活性

化対策事業費補助

1タバイエスペック僻

SH-220S3
小型環境試験機

Hll,12.28

地域産業集積活性

化対策事業費補助
高浜工業爛
MPM-120NSS
ステンレス製分離容易型

真 空 土 練 機

県単Hll.12.28KuporeX SUS316L雄 型

〃      雌型

湿式プレス用多孔質金属型
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研 究 (技 術 開発 )活 動

1.研 究 概 要

2.共 同 研 究 日研 究 委 託 お よ び 研 究 生 等 受 託

3.研 究 発 表 等

4.職 員 の 技 術 研 修



1.研究概要

(1)研究テーマ

バブル経済の崩壊、急激な円高、さらには価格破壊と、中小企業を取り巻く状況は日に日に厳しくなっています。ボ
ーダレス、グローバル化の時代と言うことで、部品の海外調達や海外移転など海外シフトが注 目されていますが、やは
り「ものづくり」の基本は技術、特に独 自技術と言えるでしょう。21世紀を目前にして、中小企業が生き残つていくために
は、中長期的な視点に立った独 自技術力の開発・向上がなくてはなりません。

また、知的財産 (特許やソフト)を めぐる問題、ISO規格やPL法への対応、環境問題への取組などが企業の存続に

も深くかかわつてくるような時代に入つたことも十分認識する必要があります。このような激しい状況を乗り越えるために

も、中小企業の技術力向上が欠かせません。

当センターでは地域企業への技術移転を前提に、平成 11年度も開発研究や応用研究に重点をおいて、画像処理

や自動化技術、新素材・複合材料の開発と評価、酵素の利用技術、および新しいデザイン手法について研究を進めま
した。

①研究テーマ
11年度は、次の14テーマについてリサーチカウンセラーの指導を得ながら研究を実施しました。

研    究 ア マ 研 究 者

電磁波遮蔽材料の特性評価に関する研究 (第 2報 ) 木村 昌彦

非円形歯車を用いた機械装置への応用技術の開発 酒井
柳本
大坪

一昭 。中山
和司・長野
武廣

之
弘

勝
康

釉薬データベース検索システムに関する研究 (第 3報 ) 小川 栄司。中島 孝

バッチ式ガス焼成炉における焼成工程の自動化に関する研究 (第 6報 ) 小川 栄司。中島 孝

筋力補助器具の開発と評価に関する研究 (第4報 ) 深尾 典久・山下 誠児
河村安太郎

薄膜による新素材開発に関する研究 今道 高志

電磁波ノイズ抑制に関する調査・研究 山本 典央

振動・騒音の計測評価技術に関する研究 藤井 利徳

光触媒機能を応用した水質浄化技術の実用化研究 (第4報 ) 如
・徳本鵜

昭．善
鮮

奈
川
　
田

前
英
和

邦彦
宏 司
一男

放射光表面励起反応を用いた新素材創製の研究 一九花生
之

宗
康

木々
山

佐
中

克 巳

薄膜による新素材開発に関する研究 (その3) 坂山 邦彦・佐々木宗生

ハイブジッドFRPの高機能化に関する研究 (2) 山中 仁敏

白井 伸明・松本 正微生物酵素の高性能化および未利用タンパク質の高度利用化に関する研究(1)

生物系廃葉物を原料とするバイオ燃料の開発に関する予備的研究 松本 正・白井 伸明

松本 正。自井
巻本 彰―・谷 口

伸明
吉弘

高圧下での酵素反応を応用した機能性食品素材・医薬品材料の開発 (4)

信楽CGシミュレーションシステムの開発 野上 雅彦。大谷 哲也

伝統産業彦根仏壇と現代デザインの融合化研究 山下 誠児・面矢 慎介

シャワーキャリー開発に向けての調査研究 山下 誠児

ポリビニルアルコールの熱溶解特性に関する研究 那須 喜
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②研究要旨

電磁波遮蔽材料の特性評価に関する研究 (第 2報 )

技術第一科  木村 昌彦 Masahiko Kimura

情報端末機器等が高周波数化する中で、電磁ノイズ対策もその対応が急務となつている。ノイズ障害を防止するた
めの電磁波遮蔽の方法としては電磁シールド材料を用いるのが一般的である。この電磁シールド材の性能評価を従来
のlGHzよ り高い周波数帯域で行うことを試みた結果、電波暗室内でのアンテナによる実規模の測定とテストピースによ

る測定との相関が明らかになった。

非円形歯車を用いた機械装置への応用技術の開発
一一― ヨン/L/ッサの蒋諺たの評価と才汀形歯車の応用技″

生産ラインでは機械装置等が重要な役割を担つているため、装置の改良、運転の効率化や省エネ化に向けた取り組

みは不可欠と考えられる。そこで、ここでは動力伝達に関連した一要素部品として非円形歯車を取り上げ、コンプレッサ

に応用した場合の省エネ効果の検討を行つた。この結果、非円形歯車をコンプレッサに組み込んだ駆動実験により、非

円形歯車の不等速比とセッティングポジションがともに大きく影響しており、消費電力量との関係では、それぞれ単一の

効果ではあるが約2割低減できた。また電流、電力量等の経時変化を円形歯車と非円形歯車で比較観察したところ、非

円形を採用することよつて電流のピーク部分が緩和され、大きな変動が抑制されていること、そして、電力の変動量も小

さくなつていることが分かつた。

釉薬データベース検索システムに関する研究 (第 3報 )

技術第一科           酒井 一昭

中山 勝之

株式会社昭和エンジエア リング  柳本 和司

長野 康弘

熊本県立技術短期大学校     大坪 武廣

技術第一科      小川 栄司

信楽窯業技術試験場  中島 孝

Kazuaki Sakai

Katsuyuki Nakayama
Kazushi Yanagimoto

Yasuhiro Nagano

Takehiro Otsubo

Eiji Ogawa

Takashi Nakajima

陶器製品に利用される釉薬は、その調合や焼成条件等の組み合わせによつて、焼成後の製品の発色や外観等に大

きな影響を及ぼす。このため、信楽窯業技術試験場では、これらの条件を変えての焼成実験を何度も繰り返し行い、釉

薬の特性を定量的に把握するとともに、その結果をテストピースとして古くから整理・保管してきた。そこで、信楽陶器産

業の商品開発支援を目的に、この膨大な釉薬に関する情報をインターネットを通じて検索利用できるよう、釉薬情報に

関するデータベースを構築し、情報提供システムの構築を行つてきた。今年度は、ソフトウェアに若干の改造を加え、よ

り幅広い環境で利用可能なようシステムの改善を図つた。

バッチ式ガス焼成炉における焼成工程の自動化に関する研究 (第6報 )

技術第一科      小川 栄司 Eiii OgaWa

信楽窯業技術試験場  中島 孝  Takashi Nakalma

多入力多出力で非線形な特性を備え熟練者が経験と勘により運転を行つているような制御対象にはファジィ制御の

利用は有効な手段である。そこで、信楽焼の陶器焼成炉の制御にファジィ制御を適用した自動焼成システムの開発と

その有効性の確認を行つてきた。今年度は、焼成現場における更なる利便性の向上を目指し、現在までに開発した制

御システムにLAN接続機能を追加し、既存のWWWサーバとの連携を図ることで、任意のWWWブラウザから現在の焼

成状況をモニタ可能なシステムの構築を行つた。

-14-



筋力補助器具の開発と評価に関する研究 (第4報 )

技術第一科

技術第二科

技術第一科

典久

誠児

安太郎

深尾

山下

河村

Norlhisa Fukao

Seiji Yamashita

Yasutaro Kawamura

高齢化社会への対応が急がれている今 日、新しい技術を利用し高齢者や障害をもつ人の自立を支援する対策をと
ることが望まれている。人は、年を取るにつれて重量物を持ち上げて移動させる能力が低下する。また、下肢に障害を
持つ人は、健常者と比較して腕の到達範囲が制限される。さらに、足腰の自由度が制限されることから、物を持ち上げ
ることのできる重量にも制限がある。本研究ではこれらの点を踏まえて、下肢に障害を持つ人や高齢者の日常生活に
おける、把持動作あるいは運搬作業を補助する機器の開発を目指す。本年度は、研究のとりまとめを行うとともに、技術
普及講習会を開催し研究内容の普及を行つた。

薄膜による新素材開発に関する研究
～とJ鍼ノ竹をズ彦砒穐ιた超精密加工″滅 開発～

技術第一科  今道 高志 Takashi lmamichi

X線源として高強度で透過性・指向性の良い放射(SR)光 を用いることにより、アスペクト比の大きな形状のマイクロ部
品の作製を可能とするLIGAプロセスの確立を目指し検討を実施した。このプロセスで利用される材料は金属、セラミッ
クス、プラスチックなど選択範囲が広く、超精密部品、高機能マイクロセンサなどの開発に大いに期待されている。本年
度はLIGAプロセスのリツグラフィ、電鋳および成形について実験を行い、それぞれについて有効性・問題点等につい
て検討を実施した。

電磁波ノイズ抑制に関する調査 日研究
竃漂高調波の輝制tこ闘 する研究

技術第一科  山本 典央 Nono Yamanoto

時代は省エネルギー・省スペース化の方向へ進んでおり、その傾 向は今後ますます強まっていくであろう。高効率。

省スペース化を実現することが出来る各種インパータやスイッチング電源の普及がそのよい例である。しかし、それらが

あまりに普及してきたために今度はこれらの機器が発生する電源高調波というノイズの問題がクローズアップされてきた。
折しも2001年 1月 1日 からEU諸国では電源高調波の規制が本格的に施行される。我が国においても、EUの 動向をふ

まえて近年中に規制の施行が始まるであろう。そこで、この電源高調波ノイズの抑制 に関する調査と実験を実施した。

振動日騒音の計測評価技術に関ずる研究
―轟糖の振動を解 _~2が芽圧廷の影響一

技術第一科  藤井 利徳 Toshinon Fuュ

構造用圧延材 (SS材)を種々の圧廷率で圧延し、鋼材の振動特性に及ぼす圧延の影響について検討した。その結
果、圧延した試料は、圧廷していない試料と比較して、固有振動数が数Hz～数十Hz低周波側に移動していた。また、
圧廷率が増加するにしたがつて、若干ながら固有振動数が減少する傾向が認められた。圧廷した試料を組織観察した
結果、多くの欠陥が認められた。これらのことは、圧延による内部組織の変化が材料の振動特性に影響を与えることを
示唆している。
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光触媒機能を応用した水質浄化技術の実凧化研究 (第 4報 )

光触媒の持つ高い酸化力と還元力を利用すれば水中の有害物質や汚染物質の分解除去が可能であり、排水処理

や半導体洗浄用の超純水の製造などに光触媒を利用する可能性が期待できる。現在は、光触媒機能を持つ半導体の

研究が酸化チタンを中心に行われており、実用化されたものも多いが、より以上の高機能化が求められている。そこで、

本研究では水処理分野に応用すべく取り扱いやすい光触媒薄膜の高機能化を検討した。その結果、酸化チタン薄膜

に金属粒子を含有することにより光触媒機能が紫外光照射および可視光照射の双方で増加することがわかつた。

放射光表面励起反応を用いた新素材創製の研究

技術第二科

立命館大学理工学部

前川 昭

坂 山 邦彦

英 奈津子

徳本 宏司

和 田 憲幸

小島 一男

Akira Maegawa
Kunlhiko Sakayama

Natsuko Hanabusa
Hiroshi Tokumoto

Noriyuki Wada
Kazuo Kojima

Kunihiko Sakayama

Muneo Sasaki

技術第二科

立命館大学理工学部

佐々本 宗生  MuneO Sasaki
花元 克巳   Katumi Hananoto
中山 康之   Yasuyuki Nakayama

インジウム・スズ酸化物 (ITO)、 チタン酸。ジルコン酸鉛 (PZT)強誘電体薄膜、窒化炭素膜に放射光 (SR)を 照射す

ることにより、これらの材料の放射光アニールを試みた。抵抗測定、XPS、 SEM、 XRF、 透過率およびXRDにより分析

・評価を行つた結果、SR照射により、ITO薄膜は結晶性がよくなり、表面抵抗が未照射試料の約 3分の1になることが

わかった。また、表面の元素分析、膜厚沢1定の結果、SR照射により薄膜の構成元素は急激な減少 (アブレーション)を

起こしていないことがわかつた。

薄膜による新素材開発に関する研究 (その3)
一薄膜枝緒 ガι〕たものづてグ晉デン″研究開発一

技術第二科  坂山 邦彦

佐々木 宗生

平成 10年度に実施された「ものづくり試作開発支援センター整備事業」で整備された高周波プラズマ支援マグネトロ

ンスバッタを使つて窒化ホウ素と窒化炭素の成膜を試みた。窒化ホウ素については、結晶相の成膜が認められたが、立

方晶、六法品およびウルツ鉱型に当てはまるものではなく、イオン密度を上げる工夫が必要であると考えられる。窒化

炭素については、生成された膜の窒素含有量に着 目し、評価を行つた結果、約27の窒素含有量が認められた。

ハイブリッドFRPの高機能化に関する研究 (2)

だガ雄層を有九初れイノ
・
グッド声Rρの彦∫ヂ特ただつιlて似ノ

技術第二科  山中 仁敏  Masatoshi Yamanaka

昨年度に引き続き高弾性PAN系炭素繊維 (CF)一 アルミナ繊維強化 (AF)ハイブリッドFRPで、他繊維強化層間に

低弾性率層を有するFRP(INL)と 有さないFRP(NOL)の 曲げ試験を行つた。今回は成型法の変更とハイブリンド比

を変化させたサンプルの種類を多くし試験を行つた。その結果、破壊はピッチ系炭素繊維―アルミナ繊維ハイブリッド

FRPとよく似た挙動を示し、CFRPのハイブジッド比の高い(60%以上)も のは、圧縮側のCFRP層 とAFRP層の異繊

維強化層界面からCFRP層 にクラック生じ破壊した。ハイブジッド化による破壊進行の抑制効果は、低弾性層の存在に

より減少した。しかし異繊維強化層間の内部応力を低減でき初期破壊ひずみおよび初期破壊強度はNOLに比較しI

NLは大きくなつた。
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微生物酵素の高性能化および未利用タンパク質の高度利用化に関する研究 (1)

好熱康のズクグー三ングーδ/アθ

技術第二科

技術第二科

京都教育大学教育学部

立命館大学理工学部

Nobuaki Shirai

Tadashi Matsumoto

Tadashi Matsumoto

Nobuaki Shirai

Syoichi Makimoto

Yoshihiro Taniguchi

白井

松本

伸 明

正

現在、産業的に利用される酵素は主としてアミラーゼ、プロテアーゼあるいはリパーゼであり、洗剤用あるいは繊維の

糊抜き用に用いられている。今後は環境や資源問題の解決などにも使用できるように熱や有機溶媒に強い高性能な酵

素の創製が望まれている。未利用資源の中でもタンパク質は非常に高価で利用価値が高い生物資源であるが、オカラ

や獣毛などは不溶性であるために利用が困難であり廃棄されていることが多い。そこで、このような未利用のタンパク質

を分解できる高性能酵素を微生物より開発することを目的とした研究を行つている。ここでは、熱安定性の高い酵素を

持つ好熱菌の分離を試み、いくつかの好熱菌を分離したことについて報告する。特にプロテアーゼ活性が強かった菌

株は、肋ο勇7♂s属あるいは効卿 胚属に分類されると推定された。

生物系廃棄物を原料とするパイオ燃料の開発に関する予備的研究

技術第二科  松本 正   Tadashi Matsumoto
白井 伸明  Nobuaki Shirai

食用油のメチルエステル化によるバイオデイーゼル燃料への転換は、水酸化カリウムを触媒とする化学法で行われ

ているが、収率を向上させるために過剰に添加されるメタノールや水酸化カリウムを含む高濃度アルカヅ廃水の処理が

問題となつている。そこで、環境負荷の極力少ないメチルエステルの製造方法として、酵素 (ジ パーゼ)を用いた生化学

的な手法の可能性について予備的な検討を行つた。その結果、酵素としてNovozym435を 用いればバッチ法において

理論収量の95%以 上の収率で食用油をメチルエステル化できることが判明した。また、Novozyn435充 填カラムによる

連続生産システム構築や安価なヅパーゼを利用した反応についても検討を加えた。本予備研究により酵素法によるバ

イオディーゼル燃料生産の可能性が確認できたので、平成 12年度以降本格的な研究を推進していく。

高圧下での酵素反応を応用した機能性食品素材 B医薬 品材料の開発 (4)
一高駐力だ渋る酵素反応生成修制御の弱 翻 ←

松本

白井

巻本

谷 口

正

伸明

彰一

吉弘

ブタ牌臓 α一アミラーゼ (PPA)をモデル酵素として、マルトテトラオース(G4)、 マルトペンタオース(G5)およびマル

トヘキサオース(G6)の 3種のマルトオジゴ糖およびアミロースの加水分解物の生成に及ぼす圧力の影響を検討したと

ころ、G4、 G6、 およびアミロースを基質とした場合には、圧力により生成物の比率が変化するが、G5が基質の場合に

は変化しないことを発見した。そして、各生成物の反応速度を熱力学的に解析し、加水分解機構に及ぼす圧力の影響

を酵素基質複合体の体積的な観点および分子構造的な観点から考察を行い、反応圧力によつて生成物の比率が変

化する原因は、加水分解反応の過程で平衡状態にある複数個のES複合体が形成され、これらのES複合体間に体積

差が存在するため、圧力の増加に伴い体積の小さなES複合体の方に平衡が移動するためであると結論づけ、圧力に

よる酵素反応制御の可能性を明らかにした。
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信楽陶器CGシミュレーションシステムの開発

技術第二科      野上 雅彦
信楽窯業技術試験場  大谷 哲也

Masahiko Noganl

Tetsuya Ootanl

信楽陶器産業の商品開発支援を目的に、簡単な操作性と分散処理機能を持つた「陶器CGシミュレーションシステ
ム」の開発を行つた。

昨年度までで基本的な機能の開発を完了し、産地への開放利用を開始している。今年度は、操作性の向上、インタ
ーネット経由での利用、起動時間の短縮などの機能改善と、図面機能、企業独 自のテクスチャ機能、容量計算機能な
どの新機能の開発を行つた。

研究連携推進事業
伝統産業彦根仏壇と現代デザインの融合化研究

技術第二科         山下 誠児  Seiji Yamashita
滋賀県立大学人間文化学部  面矢 慎介  Shinsuke Omoya

彦根仏壇の生産額は消費動向の変化で近年低調に推移し、業界を取り巻く状況は厳しいと言える。本事業は業界
とデザイナーが連携し、打開策を見つけることを目的としている。前年度、連携の場として「虹の匠研究会」を結成し、ア
ンケート調査、作業工程 (七職)見学、彦根市街地調査等を行い、彦根仏壇をプロモーションする場所の必要性を説い
た。本年度は仏壇プロモーションのコンセプトを探り、具体的な3つ の方向性 (彦根市街地の空き店舗を利用したション
プ展開、七曲り地区のイメージパーク構想、新施設設置によるミュージアム構想)について提案した。

シヤワーキヤリー開発に向けての調査研究

技術第二科  山下 誠児  Seiii Yamashia

シャワーキャリーは入浴、シャワーおよび排泄の介助に用いられる。今後住宅のバジアフリー化や在宅介助サービス
の導入で需要が増えると予想されている。今回、シャワーキャリー開発の指針および評価基準を構築、製品化を目指す
目的で、介助者側と被介助者側の視点から製品評価を行つた。
この報告は、新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO)か ら依託を受けて設立した「滋賀ウェルフェアテクノハ

ウス研究会」(WTH研究会)に参加し、調査研究したものである。

ポリピユルアルコールの熱溶融特性に関する研究

技術第二科  那須 喜一 Yoshikazu Nasu

ケン化度が高く分子量も高いポリビニルアルコールについては、その、溶融温度と分解温度とが近いために、熱溶融
による成形が困難である。そこで、アルキルボロン酸をポリビニルアルコールの水酸基に結合させる事で、水酸基によ

る水素結合を減らし、結晶化を阻害し融解温度を低下させ、可塑化温度範囲を拡大する検討を行つた。このアルキル
ボロン酸は成形後、水で加水分解されるため、ポリビニルアルコールは通常の融解温度に戻すことが可能である。
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2.共同研究・研究委託および研究生等受託

(1)共 同研究

(2)研究委託

委 託 先 研 究 テ ー マ 期   間

立 命 館 大 学 放射光技術の開発と普及に関する応用化研究 11. 4。  1～ 12. 3.31

(3)県 内商工 関係 四場 所技 術研 究会

商工関係試験研究機関 (工業技術総合センター、東北部工業技術センター)が互いに密接な連携を図
り、県内企業の技術ニーズに適合した試験・研究・指導事業を実施していくため、下記の研究会を設置
しています。平成11年度の活動状況は次のとおりです。

機   関  名 研   究  テ マ 期    間

立 命 館 大 学

SR光利用によるLIGAプロセスに関する研究

放射光アブレーションによる新機能薄膜の創製

9.4.1～

9.4。 1～

フ・ラン・ル リオク
゛
ランデト

fスール

(RS)州 科学技術振興財団

RS州産天然資源を活用した環境汚染防止技術の

研究

9,4. 1～ 12.3.31

滋 賀 県 立 大 学 彦根仏壇産業の活性化研究 10. 4. 1～

勝

'昭

不ロエンシ・ニアリンク
゛

職業能力開発大学校

非円形歯車を用いた機械装置への応用技術の開

発

10。 12.21ハΨ12.3.31

(株 )上 山 電 気 カラーフィルター庸ITOスパッタリング薄膜 (透明導

電薄膜の作成技術に関する研究 )

11. 4. 1-

(株 )日 新ダイヤモンド 新型砥石の開発 12. 2. 1～

日光化成 (株 )技術研究

所

ゼオライト多孔質体の生産プロセスとその産業利用

に関する研究

11.11. 1-

龍 谷 大 学 パルスレーザーアブレーションによる超硬質薄膜の

作製

11. 7.12-12. 3.31

信楽陶器工業協同組合

信楽陶器卸商業共同組合
立命館大学

信楽陶器産業における商品開発システムの開発 11. 4 1-

ネ ッ ト ワ ク 研 究 会

実施 日 11.5.12 11,7.14 11.10.1 11.12.3 12.2.18

開催場所 工業技術総合セ

ンター (栗東 )

東北部工業技術セ

ンター (能登川 )

工業技術総合セ

ンター (信楽 )

東北部工業技術セ

ンター (長 浜 )

工業技術総合セ

ンター (栗東 )
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(4)研究生受託

期   間機  関 名 研  究 テ マ

な   し

(5)海外研修生受託

期   間国  名 氏   名 研  究 テ マ

な   し

(6)学外実習生受託

(7)研究交流

実 習 テ マ 大 学 名 氏   名 期   間

小型疲労試験機モニタリングシステムの

開発

龍谷大学理工学部 大村崇

西澤和彦

11.8.23～ 11.9.10

平野あゆみ有用微生物の探索と酵素活性の測定

期   間機 関 名 研 究 テ マ

11. 5.20-11.11.12立命館大学 放射光を用いた導電性高分子薄膜の作製

11. 8.27立命館大学 超高圧力下における粘性率測定

磁気ヘッドの製作 11. 8.18立命館大学

磁気デバイスの製作 11.10.21ハψll.9.10立命館大学

赤外線センサの小型・好感度化 11. 9,10立命館大学

接合強度の測定 11. 8,30, 11. 9. 3立命館大学

ピエゾ抵抗素子の開発 11. 8. 4-11.10.25立命館大学

11. 6.25-11.11.12立命館大学 テフロンの微細加工

LIGAプロセスによる微細構造体の製作 11. 5.25-11.11,12立命館大学

11,10.21立命館大学 サーモパイル型赤外線センサの制作

立命館大学 ITO薄膜への軽イオン注入効果 H.H.9～ 12.2.4

立命館大学 ラマン分光法による薄膜応力のアニール効果 11.12.13

12. 3.22立命館大学 ホウ酸ガラス中のハログン分子とホウ素の配位数
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3.研究発表等

①学会誌等発表

②学会等研究発表

発 表 者学 会 誌学会名発 表 題 名

Yoshihiro Akagi,

Muneo Sasaki

等

」pn.J.Appl.Phys.Vol.38(1999)pp6

846-6850
Low―Resistivity Highly Transparent lndium― Tin―

Oxide ThinFilms Prepared at Room Temperatur

e by Syncrhrotron Radiation ablation

Nobuaki Shirai

他

Recent Res.Devel.Agricuitura

l&Fook Chem.,
3(1999):277-293

Geneticaly modifledfoodsI Ptential probl

ems for safety assessment and monitoring
―Revlew

会  場 年月 日 発表者主催機関・名称発 表 題 名

1999.

6.10～ 11

酒井一昭

中山勝之
JAホール

(東京 )

第7回 品質工学研究発表大会丸形蛍光ランプのMTSによる外観評価
への試み

深尾典久近畿大学会

館

1999. 8.20自動化推進協会関西支部例会講

座

ロボットのフィードフォワード制御

1999, 9,11 深尾典久東海大学湘

南校舎

第17回 日本ロボット学会学術講

演会

非線形インピーダンス特性を有する変形

対象物操作の運動計画と制御

今道高志日本材料学

会 (京都 )

1999.10。  1日本材料学会疲労部門委員会

第52回組織構造分科会
炭素繊維の疲労強度特性および疲労破

面の特徴

1999,10。 9 深尾典久Snowbird,

Utah,USA
9th lnternational Symposiun of

Robotics Research(lSRR99)

Planning and Control of Robot 卜Iotion

based on Time― Scale Transformation a

nd lterative Learning Control

深尾典久シーバル須

磨 (神戸市 )

2000. 3.27第5回 ロボテイクス・シンポジア非線形インピーダンス特性をもつ封象物

のビックアップ作業の運動計画と制御

鈴木 裕之

佐々木宗生 他
甲南大学 1999.

9.1～ 4
第60回応用物理学会学術講演放射光アブレーションによるポリパラフェ

ニレン薄膜の形成

1999. 9. 8 中西 秀和

佐々木宗生 他
早稲田大学電気学会

光・量子デバイス研究会
放射光アブレーションによるフラーレン薄

膜の作製

宮谷 克明

佐々木宗生 他

青山学院大

学

2000.

3.28-31
第47回応用物理学関係連合講

演会

ITO薄膜への軽イオン注入効果

2000.

3.28-31

花元 克巳

佐々木宗生 他
青山学院大

学
第47回応用物理学関係連合講

演会
軽イオンを注入したIneOd薄 膜の電気およ

び光学特性

1999。 10.10 前川 昭 他徳島大学日本化学会中国四国支都・同九

州支部合同大会
金微粒子含有酸化チタン薄膜の光触媒

性

2000. 3.22 前川 昭 他東北大学日本セラミックス協会2000年年会Er3+含有Ta205薄膜の作製と評価

山中 仁敏京都市工業

試験場

1999.10.15秋期物質工学連合部会近畿地方

部会化学専門部会

ハイダリッドFRPの高機能化に関する研究

一低弾性率層有するハイダリット
・FRPの 曲

げ特性について一
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③工業技術連絡会議関係研究会等発表

発 表 題 名 主 催 機 関 ・ 名 称 会  場 年  月 発表者

筋力補助器具の開発と評価
に関する研究

地域活性化連携事業費補助金技術開

発研究事業成果普及講習会

広島県東部工業技術
センター、滋賀県工

業技術総合センター

1999.11.18

1999.11.19

河村安太郎

深尾典久

山下誠児

丸形蛍光管の外観評価につ

い て

機械金属連合部会計測分科会

第25回先端評価技術研究会

鹿児島県指宿市グリ
ーンピア指宿

1999,114 酒井一昭

中山勝之

旋削条件の寸法形状に及ぼ

す影響

品質工学公設試連絡協議会 広島市工業技術セン

ター

2000.

1.19-20
中山勝之

スケジュール管理システムと

業務処理システムの運用

電子近畿地方部会

電子技術研究交流会

大阪府産業技術総合

研究所

1999,12. 8 山本典央

振動計測・角7析装置について 機械金属連合部会近畿地方部会交流 滋賀県東北部工業技

術センター

2000. 2.24 藤井利徳

食品への高圧力利用技術の

基礎と応用例

高等学校農業教職員農業実験実習講

習会(畜産・食品加工分野)

滋賀県工業技術

総合センター

1999,728 松本 正

ハイフ・リット
・FRPの高機含割ヒに関

する研究―低弾性率層有す

るハイフ
・
リット

・FRPの曲げ特性 に

ついて―

秋期物質工学連合部会近畿地方部会

化学専門部会

京都市工業試験場 1999.10.15 山中仁敏
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4.職員の技術研修
(1)中小企業大学校への派遣

(2)工業技術院関係会議

研    修 コ ス 期 問 派遣者名

中小企業施策担当者研修課程 (1週 間コース )

～中小企業の戦略的 ものづ くりへの特許技術の活用～
11. 4.19 ～   4.23 木村昌彦

中小企業技術指導員研修課程
～先端技術 バイオテクノロジー～ (lヶ 月コース)

11.11,24 ～  12.21 白井伸明

中小企業技術指導員研修課程
～中小企業技術指導員 リーダー研修～ (lヶ 月 コース)

12. 1.13 ～   2. 9 酒井一昭

八
玄 議 名 開催地 期   間 出席者名

工技連生命工学連合部会中部近畿地方部会 津 市 11. 5.13 松本 正

工技連機械金属連合部会 四 日市市 11. 5.27-28 河村安太郎

工技連物質工学連合部会近畿地方部会 京都市 11. 6. 1 山中仁敏

工技連電子連合部会総会 北普屋郡 11. 6. 3- 4 本村昌彦

工技連資源環境連合部会総会 が覇市 11. 6. 9-11 前川 昭

工技連生命工学連合都会総会 秋 田市 11. 6. 9-11 白井伸明

工技連物質工学連合部会総会 高松市 11, 6.24-25 森下善次

工技連物質工学連合部会テ
゛
サ
゛
イン分科会 仙台市 11. 7. 6- 8 野上雅彦

公立鉱工業試験研究機関長協議会総会 名古屋市 11. 7. 8- 9 井上嘉明

工技連物質工学連合部会近畿地方部会化学専門部会 池田市 11, 7.15 山中仁敏

近畿公設試事務長会議 彦根市 11. 7.22 谷弥寿男

全国公設鉱工業試験研究機関事務連絡会議 富 山市 11。  9。  9′～ 10 森下善次

工技連物質工学連合部会分析分科会運営委員会 東京都 11,10, 1 前川 昭

工技連電子連合部会電磁環境分科会 和泉市 11.10。  7～  8 山本典央

工技連電子連合部会近畿地方部会 和泉市 11.10,13 木村昌彦

工技連物質工学連合部会デザイン分科会 浦和市 11,10。 13～ 14 野上雅彦

工技連物質工学連合部会近畿地方部会化学専門部会 京都市 11.10.15 山中仁敏

工技連物質工学連合部会分析分科会 別府市 11.10.28-29 年
肋
翌
杉井

田
川
山

狂
段

工技連電子連合部会情報技術分科会 名古屋市 11。 10.28-29 小川栄司

工技連電子連合部会振動環境分科会 名古屋市 11.10。 28-29 藤井利徳

工技連生命工学連合部会中部近畿地方部会 大阪市 11.10.29 白井伸明

工技連機械金属連合部会計測分科会 指宿市 11.11. 4～  5 酒井一昭

工技連機械金属連合部会メカ トロニクス研究会 福井市 11,11. 4- 5 深尾典久

工技連電子連合部会電子連合部会電子デバイス研究会 和泉市 11.11.14′～ 15 佐々本宗生

工技連物質工学連合部会高分子分科会 和歌 山 11。 11. 4. 那須喜一

工技連機械金属連合部会近畿部会 奈良市 11.11,25 河村安太郎

工技連機械金属連合部会素形財技術分科会 名古屋 11.11.25-26 今道高志

工技連資源環境連合部会秋期近畿地方部会 和泉市 11.11.26 坂 山邦彦

工技連物質工学連合部会近畿地方部会テ`サ
゛
イン専門部会 神戸市 12. 1.21 野上雅彦

工業技術連絡会総会 東京都 12.  2.  8 坪 田 年

工技連機械金属連合部会計測分科会 東京都 12. 3.21-22 酒井一昭
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(3)そ の他の技術研修等

名 開催地 期   間 出席者名

大阪市 11. 5.13-14 藤井利徳構造解析講習会

大阪市 11. 5。 17 松本 正近畿バイオイ ングス トリー振興会議

11. 6。 10′～ 12
娼卑壁亀品質工学研究発表大会 東京都

池 田市 6.11
6.14

生吝ボ
士
心

木
高

々
道

佐
今

重要地域技術研究開発プロジェク ト報告会

豊 中市 11. 6.15 松本 正超微 量 HPLCセ ミナー

京都市 11. 6。 21 松本  正日本科学会京滋地区会議

大阪市 11. 6。 25 中山勝之近畿技術 開発基盤 整備 シンポジ ウム

大阪市 11, 7. 2 松本  正日本応用糖質科学会シンポジウム

今道高志京都市 11. 7, 7セ ラミックス強度分科会

大阪市 11,78～ 9 藤井利徳機械学会講習会

大阪市 11, 7。 12 前川 昭TC207総 会報告会

佐々木宗生東  京 11. 7.23国際セラミックス総合
深尾典久大阪市 11. 8,20自動化推進会議関西支部講演会

大阪市 11. 8.23 中山勝之福祉ネットワーク交流会

名古屋市
他

11. 8.30
生

士
心
一不

高
本

道

々
今
佐

放射光産業利用技術懇談会

山下誠児大阪市 11. 9, 7中小企業テクノファ

白井伸明吹田市 11。  9.17日本生物工学会シンポジウム

11, 9,17 山下誠児京都市テ
や
サ
゛
イン専門部会近畿地方部会

正
明申

本
井

松
白

盛岡市 11。  9。 27-28共同研究推進会議

大阪市 11. 9。 29 今道高志熱対策技術セ ミナー

吹田市 11。 10, 5 木村昌彦しが環境産業フォー ラム

横浜市 11。 10.7～  9 白井伸明日本生化学会大会
木村昌彦大阪市 11.10.8関西電子工業振興セ ンターセ ミナー

山下誠児大阪市 11.10.13国際デザイ ンフェスティバル

河村
山下

占
屏太

児
安
誠

東京都 11,10,15国際福祉機器展

11.10.21 山下誠児大阪市大阪デザイン振興プラザデザインセミナー
つ くば市 11,10.28-29 河村安太郎福祉技術部会総会 。シンポジウム

西宮市 11.10.29 松本 正日本応用糖質科学会支部例会
佐々本宗生堺 市 11。 10.29新無機膜研究会第 29回研究会
松本 正大阪市 11.11. 8地球環境産業技術調査報告会
坪田 年神奈川県 11.11.11第 12回 FC関 連団体交流会議
坂山邦彦大阪市 11.11,11科学機器展
酒井一昭岡山市 11.11.30-12第 16回 日韓国際セ ラミックスセ ミナー

11.12. 1 今道高志横浜市99 際画像機器展
中山勝之広島市 12。  1.19-20品質工学公設試連絡協議会
中山勝之東京都 12。  2.  1ベ ンチャーフェアー  JAPAN2000
坪田年大阪市 12.  2.  1技術革新 フォーラム

白井伸明大阪市 12.  2,  1近畿バイオイングス トリー振興会議
松本 正東京都 12. 2,17ニューバイオ技術検討会議
中山勝之大阪市 12. 2,18コーディネー ト事業報告会
今 高志赤穂市 12. 2.18SR産業利用関連技術国際会議

12. 2.25 河村安太郎門真市光設計研究 G第 20回研究会
12. 3.16´～ 18 前川 昭京都市水 環 会年会
12. 3.23 今道高志東  京「R E G T E C2000」 ニ ユ~テ クノロジーの物産展

12, 3.30 山下誠児大津市デ ザ ン
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(4)海外派遣

(5)大学派遣研修

(6)地域技術指導

派遣先 期    間 氏  名派  遣   目  的

坪 田 年ブラジル 12. 3.14′―V29
リオ・ グランデ・ ド。スール州への科学技術交流団

氏   名期    間派   遣   先研  修  テ マ

11. 5,10～ 12. 3.31

(35日 間 )

那須喜一立命館大学理工学部高分子化合物の構造解析および

特性評価技術

氏   名期    間派   遣   先研  修  テ マ

今道高志11, 9.14～ 12.2.29

(19日 間 )

大阪工業技術研究所材料

物理部セラミック材料研究室
セラミックス摺動軸受けの開発

に関する研究
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業 務 の 概 要

1.業 務の企画 E推 進

2.機 器提供 および依頼試験分析

3.技 術 相 談 指 導

4.広 報 日情報提供

5,マ ス コ ミ発 表 等



1.業務の企画・推進

(1)企業化支援棟の支援

平成9年度より地域産業集積活性化法に基づく国の補助を受けて、工業技術総合センター内に整備を進めてきまし

た企業化支援棟は、平成 11年 2月 に完成しました。

この企業化支援棟は、当センターの付帯施設として技術開発室 (7室 )と電波暗室 (3m法 )を有し、県内企業の技術

開発と産業の振興に役立つよう期待されています。特に技術開発室は、独 自技術の開発や新製品開発に積極的なフ

ロンティア企業や新規開発業者を育成支援するもので、入居企業の積極的な活用が期待されています。平成11年末

現在の入居企業数は6企業です。

整備した施設等の概要は以下のとおりです。

企業化支援棟の概要

鉄筋コンクリート造2階建

延床面積 : 886.57m2

防犯設備 : 警備保証会社連動による防犯法式

昇降装置: 機器搬入エレベータ1機

床荷重  : 1階  9.8kN/m2(1000kgf/m2)
2階 4,9kN/m2(500kgf/m2)

①技術開発室の概要

技術開発や新製品開発に必要な研究スペースを賃貸するものです。

電気設備 : 単相100V・ 3相 200V

給排水設備 :各室内に流し台設置

LPガス: 各室内に取付口設置

電話設備: 各室内に端子盤 (外線2、 内線1回線)設置

空調設備 : 個別エアコン設置

使用料単価 (月 額)1,800円 /m2(75,600～ 91,800円 )

その他の負担 :光熱水費 (電気・水道・ガス)、 電話回線使用料、その他必要な経費

②電波暗室の概要

電波暗室は外界のあらゆる電磁波を遮断し、測定しようとする機器類が出す電磁波を正確に測 定するとともに、

他の装置から受ける不要電磁波で機器が誤作動しないかどうかを試験する設備 です。現在は規制により、新しく開

発される機器や装置は不要電磁波を出さず、他からの妨害波 で誤作動しないような製品作りが求められています。

このため電波暗室等を用いた電磁波測定や 製品評価が不可欠となつています。

電波暗室の仕様

3m法による規格測定 (FCCフアイリング、VCCI登録 )

ターンテーブル (EMI):直 径2,Om、 最大荷重500kg

(EMS):直 径 1.5m、 最大荷重500kg

EUT用 電源 (50/60HzCVCF):単相最大260V 4kVA

三二和目娠誌)(440V  12kVA
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(2)IS01 4001の取り組み

1.IS014001の 認証取得

国際標準化機構 (ISO)が定めた環境保全に関する国際規格である環境マネジメントシステムIso14001の認証
を、平成9年度都道府県レベルで初めて取得しました。その後、平成11年度に滋賀県の環境マネジメントシステムに
統合しました。概要は下記のとおりです。

①取得機関 滋賀県工業技術総合センター

②取 得 日 平成10年 3月 6日 (金 )

③認証機関 財団法人 日本品質保証機構

④経  緯

環境保全に関する国際的な関心の高まりのなか、IS014001の認証を取得することは国際的な取引条件の
一つとして企業の経営に不可欠な要件となっており、県内中小企業にとっても認証を取得する必要が高まつて
いました。

環境熱心県である滋賀県としても、工業技術総合センター自らが認証を取得することによリノウハウを蓄積し、
県内企業のIS014001の認証取得支援に生かすこととしました。

1)平成8年 11月 よリシステム構築作業開始

2)平成9年 7月 よリシステムの運用開始

3)平成10年 2月 13日 登録審査を受ける

4)平成10年 3月 6日 認証登録を受ける

5)平成11年 3月 15日 定期審査を受ける

6)平成11年 H月 17日 滋賀県の環境マネジメントシステムが運用開始

7)平成12年 1月 24日 当所の環境マネジメントシステムを廃止

8)平成12年 1月 25日 滋賀県の環境マネジメントシステムに当所のシステムを統合
9)平成12年 2月 25日 定期審査を受ける

2.活動

IS014001では、環境 目的および環境 目標を定めて活動することを求めています。当所の環境 目的・目標および

その活動結果等は以下のとおりです。

環 境 目 的 電気エネルギーの肖J減

環 境 目 標
融 擢憲鬼(鉢轡鞄垂罫 Y与

頼分析金額に対する使用効率を1995年度を基準として200い
る。

平成11年度 目標 変動要素が大きく、目標値を設けず。次年度の目標設定のための計測のみ実施。

主 な 活 動 計測

実 施 結 果 使用効率として24%の改善 達成状況

備 考 企
力日

業化支
したが、

援等の運用開始、大型機器の導入により電気使用量は、基準年に比べて25%増
設備使用・依頼分関金額が64%増となつたため使用効率としては、24%の 改善と

なった。

環 境 目 的 水資源の節約

環 境 目 標 水資源の機器使用・依頼分析金額に対する使用効率を1996年度を基準として1999年度ま
でに5%削減 (改善)する。

平成H年度 目標 使用効率として1999年度は5%削減 (改善)する。

主 な 活 動 日々の水道量のチェック、機器導入時の節水型の導入

実 施 結 果 使用効率として71%の改善 達成状況 達成

備 考 不必要な水の使用や、用途外の使用の削減と機器の冷却システムの変更等で、水使用量
が、基準年に比べて57%減になり、使用効率も大幅に改善された。
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環 境 目 的 用紙の節約

環 境 目 標 用紙使用量の増加率を2000年度までに前年度対比で0%とする

平成11年度 目標 用紙使用量の増加率を前年度比で5%以下にする。

コピーの両面化、裏紙使用主 な 活 動

達成状況 達成実 施 結 果 前年度増加率3%

備 考 用紙使用量は、活動前には3年で約2倍という伸びを示していたため、この伸びをとりあえず
抑える目標としたが、本年度の用紙使用量は、活動前年度 (1996年度)の用紙使用量の78
%に減少した。

環 境 目 的 特別管理産業廃棄物の削減

環 境 目 標 特別管理産業廃棄物のうち液体廃棄物の廃棄量を1996年度を基準として1999年度までに
5%削減する。

平成11年度 目標 特別管理産業廃乗物のうち液体廃棄物の廃棄量を1996年度を基準として5%削減する。

主 な 活 動 廃棄時のチェックの徹底、減容化

達成状況 達成実 施 結 果 20%肖J減

備 考 廃酸や廃溶媒などの特別管理産業廃棄物の廃棄時に、器具洗浄水などの排水などが混入し
ていたため、これらの混入を避けることとした。

環 境 目 的 一般事業ゴミの削減

環 境 目 標 一般事業ゴミの発生量を1997年度を基準として1999年度までに20%削減する。

平成11年度 目標 一般事業ゴミの発生量を1997年度を基準として5%削減する。

主 な 活 動 廃棄時のチェックの分別徹底、減量化

達成状況 達成せず実 施 結 果 18%削減

分別の徹底化によリー般事業ゴミのジサイクル率は、66.5%であるが、職員以外の来客者の

廃棄ゴミやリサイクル可能品日以外のものが多く、取り組みに限界が見えてきている。
備 考

環 境 目 的 ハログン化溶剤の使用を低減化する。

環 境 目 標 ハログン化溶斉Jの使用量を1996年度を基準として、1999年度までに10%削減する。

ハロゲン化溶剤の使用量を1996年度を基準として10%削減する。平成11年度 目標

非ハログン化溶剤に転換主 な 活 動

達成状況 達成100%削減実 施 結 果

所内で、研究や試験等で使用していたハログン化溶剤を見直し、そのほとんどが非ハログン

化溶剤に代替が可能になつた。少量の使用があるものの標準品程度で計測単位以下。
備 考

環 境 目 的 特定フロンの使用の禁止する。

環 境 目 標 溶剤としての特定フロンの使用を1999年度までに、撤廃する。

平成11年度 目標 溶剤としての特定フロンの使用を1996年度までに100%削減する。

非特定フロンに転換主 な 活 動

達成状況 達成実 施 結 果 100%削減

備 考 所内で、研究や試験等で使用していた特定フロンの在庫を回収し、フロンが必要なところは、
井特定フロンで代替した。

グリーン調達の推進環 境 目 的

県推奨ジスト対象項 目のうちリスト記載品購入金額比率を、2000年度までに30%にする。環 境 目 標

平成11年度 目標 県推奨ジスト対象項 目のうちジスト記載品購入金額比率を、20%にする。
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県推奨リスト対象項 目のうちリスト記載品の購入主 な 活 動

実 施 結 果 79.8%購入 達成状況 達成

備 考 県推奨ジスト対象項目のうちジスト記載品以外の購入のほとんどは、センターの近所に給油所
がないガソリンであり、これ以上の向上は困難。

環 境 目 的 IS014001の 取得を推進する。

環 境  目 標 県内企業のIS014001取得のための施策を1997年度から1999年度まで、毎年6000ポイ
ント以上推進する

平成 11年度 目標 県内企業のIS014001取得のための施策を6000ポイント以上推進する。

主 な 活 動 IS014001支援施策の推進

実 施 結 果 19,610ポイントの実施 達成状況 達成

備 考 当所が実施する支援施策の反響が大きく県下企業からの施策参加者が多く、高ポイントとな
った。

環 境 目 的 環境関連研究を推進する。

環 境 目 標 環境保全関連プロジェクト研究を1997年度から2000年度まで毎年 1テーマ以上実施する。

平成 11年度 目標 環境保全関連プロジェクト研究を1テ ーマ以上実施する。

主 な 活 動 環境保全関連研究の実施

実 施 結 果 1テーマ実施 達成状況 達 成

備 考

3.普及啓発活動

全国の都道府県機関の中で最初にIS014001の 認証取得を行い、そのノウハウや経験を普及啓発する活動を行

いました。

Oセ ミナー・研修会による普及啓発

当所主催セ ミナーの開催      開催回数    18回   参加者総数  1384名
他機関主催セ ミナーヘの講師派遣  派遣回数    20回   参加者総数  1506名

(主催団体名 :中小企業大学校、中小企業事業団、山東町、石部町など)

4.認証取得相談・視察受け入れ

○視察受け入れ

視察受け入れ回数  15回
都道府県関係   兵庫県、富山県、山口県、広島県、山形県など

市町村関係    名古屋市

その他      下水道公社、県立大学など

○認証取得相談

相談回数 36回
県下の企業からの認証取得に関する相談を当所または、相手先企業で実施しました。主な相談内容は

以下のとおりです。

・認証スケジュールについて

・認証取得体制について
。環境影響評価について
。環境法規への対応方法について
。環境関連文書の作成方法について

・環境教育。研修について
。使用化学物質の有害性についてなど
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(3)知 的所有権センターの併設

知的所有権センターは、従来特許等の工業所有権情報の閲覧サービスを行つていました地方閲覧所について、そ

の機能強化とともに整理・統合をはかり、各都道府県が主体となって地域の技術開発に活用されるよう積極的に工業所

有権情報を提供する機関として改組されたものです。

滋賀県では、平成9年 6月 4日 、特許庁より工業技術総合センターにおいて知的所有権センターの認定を受け、工業

所有権情報の閲覧サービス等を行つており、平成H年度は管理運営を社国法人発明協会滋賀県支部へ委託すること

により、以下の業務を行いました。

①公報閲覧事業

閲覧件数・複写枚数

特許電子図書館 紙 媒 体 公 報
種 別

専用端 インターネット

CD―ROM
公 報 特・実 意匠・商標等 索引・抄録等

合  計

閲覧件数 131 32 462 227 0 154 1,076

複写枚数 3,764 0 12,825 3,752 1,288 3,973 25,602

②特許情報検索に関する指導。本日談事業

一般の利用者が必要な情報を入手し、より効率的に活用できるように、工業所有権情報のより有益で付加価値のある

活用方法や特許情報検索に関する指導相談を行いました。

相談者数 来室344件、電話532件、文書12件  計888件

③特許電子図書館普及事業

特許庁がインターネット上で公開している「特許電子図書館」を有効活用するために、特許電子図書館情報検索アド

バイザーを当センターに常駐させ、来所者に検索についてのアドバイスを行うとともに、県内4箇所で前記図書館利用

の説明会を行いました。

説明会参加者数 161名

来所者に対する検索指導 98名

(4)滋賀ファインセラミックスフォーラム

当フォーラムはファインセラミックス技術の向上と関連産業の振興等を目的として、ファインセラミックス関連 メーカ

ーとユーザー、および大学。公設試等が各種の情報を交換し、相互の連携を図るために産。学・官が一体と なって運

営されている組織です。

平成11年度は下記に示すような講演会、見学会、研修会、および情報交流会等を実施しました。
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月 実施 日 事 業 名 事 業 内 容 (概 要 ) 醐 場所

4月 5/13 44回運営委員会 10年度事業・決算報告、H年度事業・予算計画、役員
等

12名 工業技術
センター

10・ ■年度事業と決算報告および予算案、30回研修会
等

16名45回運営委員会

18名総   会 10年度事業・会計報告、H年度事業・会計計画、規約・

役員の改正等

第40回例会
(講演 )

講 演 :「滋賀県の経済構造と景気動向」
爛しがぎん経済文化センター

部長兼主席研究員 志賀文昭氏

18名

5月 5 / 26

7名 龍 谷 大第 5回 若手会員
によるフォーラム

活性化検討会

滋賀FCF10周 年記念事業への若手の会からの提案
滋賀FCFの歩みの作製、ホームページの開設、パネル

展示等

7/15

16名 立命館大46回運営委員会 10周年記念事業の内容、30回研修会について

20名

7月

7 / 30

第30回研修会
県内大学への

見学会

「LIGAプロセス、すノテクノロジー等に関する見学。講

演」
・立命館大学学術フロンティア共同研究センター

における研究展開
理工学部数学物理学科教授 培内千尋氏

・立命館大学におけるLIGAプロセス研究の

産業利用展望
理工学部ロボティクス学科教授 杉山 進氏

。立命館大学学術フロンティア共同研究センター

見学

9名 工業技術
センター

第31回研修会
(中級研修)

テーマ :炭素系薄膜の作製と評価技術
。炭素膜の成膜と評価、薄膜の機械的な特性の評価

9月 9/13、

14、 16

9名 龍 谷 大第6回若手会員
活性化検討会

・滋賀FCF10周 年記念事業におけるパネルディスカ

ッションについて
。宿泊研修について

10月 10/ 14

19名 工業技術
センター

47回運営委員会 ・産学官による共同研究事例
フ)― :こ れからの滋賀FCFお よび若手のネットワーク

トーキングづくりについて

31名「設立10周年記念事業について」
・ホームページの開設、10周年記念誌の作製

ポスター展示・交流

記念講演 :

・産学官共同によるニューセラミックスの開発

大阪府立産業技術総合研究所  宮本大樹氏
・私の陶芸論

大阪芸術大学  教授 (陶芸家)柳原睦夫氏

10月 10/ 19
19-29
ホ
°
スター

展示
10周 年

記ぶ事業
(第 41回 例会)

11名48回運営委員会 42回例会、FC関連団体会議報告、10周 年記念事業の

完了、県外研修会等

25名

1 / 25

第42回例会
(技術講演 )

(財 )ファインセラミックスセンターの

研究成果普及セミナー2題 (後援 )

。ファインセラミックスについて(入門的講演 )

。環境技術とファインセラミックス

1月

名古屋市
中小企業
振興会館

17名ファインセラミックスフェア2000
新世紀への飛躍

―トラディショナルからアドバンストまで

展示会、特別講演会

3月 3/8 第32回研修会
(県外研修 )
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(5)滋賀県品質工学研究会

滋賀県品質工学研究会は設立以来、品質工学による技術開発を通じて地域企業の発展に貢献する努力を続けてき

ましたが、早いもので6年近くが経過しました。この間に会員企業のご協力および幹事諸氏の献身的なご努力により、年

々事業内容を充実させることができました。

また、滋賀県工業技術総合センター及び (財 )滋賀県産業支援プラザの絶大な支援の下、地域に根ざした「草の根

研究会」としての歩みを進めてきました。併せて、品質工学会から公認の研究会として位置づけられ、学会の諸先生方

のご指導を受けながら、企業の実践例を毎月の定例会で検討してきました。その結果、事例研究の発表件数も増加し、

研究会の大きな目的である地域産業界への普及も一定の成果を上げて参りました。

研究会の過去を振り返りますと、品質工学倉1始者である田口 玄一先生の招聘、品質工学特別セミナーの開催、個

別相談会の実施等、定例会以外の各種事業に対しても積極的に取り組んできました。 平成11年度はさらに工夫を疑

らし、定例会とは別の基礎学習会を三分化し、パワーアップ講座を設定し、幹事諸氏が講師となり地道な品質工学の勉

強も進めてきました。また、会員企業の技術者が現在職場で取り組んでいる開発のうち非公開の事案については、QE

相談室を設けて講師、幹事等が対応しました。

例年、特別事業を企画していますが今年度については、平成 11年 7月 に当研究会が設立5周 年を迎えた記念のイ

ベントとして、原先生をメイン講師に「技術のブレークスルー」セミナーを近江人幡市で開催し、100余名の参加を得るこ

とができました。このセミナーは、近府県の研究会の相互連携を促進するという目的もあり、関西品質工学研究会、京都

品質工学研究会、岐阜県品質工学研究会と当研究会がタイアップして開催したもので、会員外にも広く呼びかけを行

って実施したものです。このセミナーは各研究会活動の情報交換を図るため、研究会としては初の宿泊を伴つた企画と

しましたが、相互の信頼関係の醸成に大いに役立つ有意義な会となり、次回の連携事業は京都ということも決定されま

した。

さらに、11月 には (財 )滋賀県産業支援プラザの事業に参画し、初めて研修事業として「品質工学入門講座」を開催

しました。不況下で企業の経費節減が続く中で、定員の160%の修了生を生むという実績を残すことができました。5日

間の講座の講師は、副会長、幹事諸氏が努め大変ご尽力をいただきましたが、(財 )産業支援プラザからも次年度の継

続開催を要望されているところです。

この他、6月 に東京で開催された品質工学会研究発表大会には、当研究会から2題の研究報告を行いました。加え

て、11年度総会での特別講演のぬ容を、矢野先生と研究会の連名で、学会誌に連続掲載するなど、全国的にも滋賀

県品質工学研究会の名前をアピールすることができました。

登録会員数は、法人会員67名 (24企 業 )、 特別会員 10名 (公的機関6機関)、 計77名 と大きな組織となつておりま

す。

当研究会の近年のキャッチフレーズは「実践により深まる品質工学」です。その内容を深めるために下記の点を重点

的に運営してきました。

(1)事例発表件数の充実

(2)テーマ指導の追求

以下、簡単ではありますが本年度の事業報告を記載いたします。

1.定例会、第58回～第69回 (午後13時～17時 )

(1)開発・改善テーマ発表教

(2)事例紹介・情報提供

2.基礎学習会 (品質工学入門)(午前10時～12時 )

講師 ;廣瀬副子会長  中尾幹事 井上幹事

(1)ミニ講習 (品質工学計算法入門)

(2)パワーアップ講座

3.テーマ指導及び講義 (定例会 )

原 和彦 先生  矢野 宏 先生

4.QE相 談室 (企業個別テーマ指導、午前10時～12時 )

原 和彦 先生  研究会幹事

5.特別セミナー (公開)… … 総会時

講演「なぜ企業に品質工学が求められるか」

-33-

計 43塔
爛オーケン副社長 矢野 宏 氏

22テーマ

3テーマ

出席者計 (10回 ) 250名

出席者計 (11回) 181名

計 5回
計 6回



6.「 技術のブレークスルー」セミナー          計 102名
主催 :滋賀県品質工学研究会 関西品質工学研究会

後援 :(財)滋賀県産業支援プラザ 滋賀県工業技術総合センター

・基調講演「品質工学のISO化と技術開発」 品質工学会副会長 原
・技術開発の成果事例と実験提案

1.「現像材製造時の製品収率向上」

2.「静的機能窓法を用いた量産工場での品質改善」

3,「半導体X線検出器の歩留ま り改善への品質工学の適用」
。話題提供  「なぜ企業にとつて品質工学が必要なのか」

7.技術研修「品質工学入門講座」の開催
。平成 11年 11月 (5日 間 24時間)

(財 )滋賀県産業支援プラザと共催     修了者  24名
講師 :研究会幹事 (広瀬、今井、小林、越山、中尾の各幹事)

8.品質工学会における活動

(1)イ ンターネ ット都会委員参画 (沖村氏)

(2)フ ォーラム地方連絡委員 (越 山氏)

(3)研究会活動報告 (酒井)

(4)機関誌投稿 (越 山氏、酒井、他 )

(6)研究発表大会 2件…… 日本電気HE(沖村氏、野村氏)

工業技術総合センター (酒井、中山)

(6)品質工学会の公認研究会に認定

和彦 氏

ミノルタ伽   荘所氏

NEC HE仰    野村氏

脚堀場製作所  馬場氏

岐阜県製品技術研究所  藤田氏

(6)とS014001構築に係る研究会

国際環境規格「IS014001」 が平成8年 9月 の発効に伴い、県下の大企業はもちろんのこと、中小企業に至るまで急

速に関心が高まり、認証取得を目指す企業が増えてきました。

当所もこの動きに即応し、これに係るセミナー、研修会の開催等各種の支援策を講じつつありますが、その一環とし

て工業技術総合センター自身が平成 10年 3月 に認証取得し、その過程でのノウハウ・情報、知り得た知識等を取得希

望企業に伝授、指導すべく標記の研究会を平成9年 2月 から開催しました。

県下の中小製造業から平成9年度から平成11年度まで27社 (オブザーバー1機関)が参加し、研究会セミナーの開

催や研究会での会員企業相互の情報交換とマネジメントシステムの構築等の取り組みのアドバイス、当所の認証取得ノ

ウハウを用いての個別指導を実施しました。

<参加企業>

平成9年度から参加 オプテックス(株 )。 新生化学工業 (株 )。 岩谷産業 (株 ),滋賀技術センター

フボウ電子 (株 )

平成 10年度から参加

日本電産 (株 )滋賀技術開発センター・福田金属箔粉工業 (株 )滋賀工場

栗本化成工業 (株 )。 (株 )鯨岡関西日野工場・クローダジャパン(株 )

東洋ラジエーター (株 )八 日市製作所。日清食品 (株 )。 滋賀県商工会連合会

西川ローズ (株 )甲 賀事業所。(有 )ジャパン津川。エス・バィ・ェル住工 (株 )

(株 )ニシヤマ。岩谷化学工業 (株 )

平成 11年度から参加

(株 )滋賀松風。セキシン電子 (株 )。 草津電機 (株 )・ ダイトロンテクノロジー (株 )

タカラベルモント(株 )滋賀工場。(株 )イシグ・三菱樹脂 (株 )長浜工場

岡田麻 (株 )・ センカ(株 )滋賀湖南工場。(株 )崎 山組

滋賀県中小企業団体中央会 (オダデーハ
∫―)
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内   容

研 究 会

第 1回研究会

第 2回研究会

第 3回研究会

第 4回研究会

第 5回研究会

第 6回研究会

第 7回研究会

1年 4月
1年  6月
1年  7月
1年  8月
1年 10月

1年 11月

2年  2月

27日 (火 )

23日 (水 )

16日 (金 )

31日 (火 )

13日 (水 )

18日 (木 )

28日 (月 )

各要求事項の対応について

業務の洗い出しおよび環境影響評価の実施方法について

環境マネジメントシステムの構築について

環境関連文書の作成について

運用管理の実務について

内部環境監査の実施方法について

。 関連情報の交換とディスカッション 等

平成 1

平成 1

平成 1

平成 1

平成 1

平成 1

平成 1

セ ミナー

第 1回セ ミナー :平成 10年

第 2回セ ミナー :平成 10年

第 3回セ ミナー :平成 10年

第 4回セ ミナー :平成 10年

第 5回セ ミナー :平成 10年
平成 10年

第 6回セ ミナー :平成 10年

「IS014001規 格の解説」

「環境影響評価の実施方法」

「法規制およびその他の要求事項の対応」

「環境関連文書の作成方法」

「環境汚染物質排出・移動登録 (PRTRに ういて)」

「化学物質の管理について」

「グリーン調達について」

5月 1

5月 2

6月 2

7月 1

8月 3

9月 8

9月 1

0日

7日

3日

6日

1日

0日

7日

(月 )

(木 )

(水 )

(金 )

(火 )

(木 )

(金 )

「環境配慮意識の醸成のための啓発について」

第 7回セ ミナー :平成 10年 10月 13日 (水 )「廃棄物関連法規の解説 とその対応について」

「廃乗物のリサイクルの推進について」

第 8回セ ミナー :平成 10年 11月 13日 (本 )「内部環境監査について」

第 9回セ ミナー :平成 11年  1月 19日 (水 )「環境管理の実務 (見学会)

平成 11年  1月 25日 (火)   (環 境マネジメン トの実務について)」

第10回セ ミナー :平成 11年  2月 28日 (月 )「認証取得事例報告」「滋賀県の支援策説明」

Oこの結果、平成12年 3月 31日 までに参加企業の内、次の12社が認証を取得した。

1.オプテンクス (株)              平成 9年  5月  7日
2.岩谷産業 (株 )滋賀技術センター        平成 10年 10月  9日
3.エ ス・バィ・ェル住工             平成 10年 10月 15日

4。 日本電産 (株 )滋賀技術開発センター      平成 11年  2月 26日

5。 新生化学工業 (株)              平成 11年  3月 26日

6.滋賀県商工会連合会              平成 11年  7月 80日

7.西川ローズ (株)甲賀事業所          平成 11年 11月 26日

8.岩谷化学工業 (株 )滋賀工場          平成 11年 11月 29日

9.三菱樹脂 (株 )滋賀工場            平成 11年 12月 24日

10。 (株 )ニ シヤマ                 平成 11年 12月 24日

11。 日清食品 (株 )滋賀工場            平成 12年  2月 21日

12.ワ ボウ電子 (株)本社工場           平成 12年  3月 17日

-35-



(7)科学技術セミナー E技術研修の支援

(財 )滋賀県産業支援プラザが人材育成を目的として実施している科学技術セミナーおよび技術研修は長年の蓄積

により、県内企業に対して大きな成果を上げてきた。これらのテーマ設定、カノキュラム作成、研修事前準備および実習

に関しては、当初から工業技術総合センターが全面的に支援を行つてきた。

① 科学技術セミナー

回 月/日 ア ー マ センター担当者

105 6/29 漏洩電波が及ぼす影響と最新の防止策について 木村、山本

106 7/21 バイオ技術と環境改善 白井、中村

107 8/24 ヒット商品に学ぶものづくり *井 上、*西内

108 10/26 ここまで来た電子マネー・電子決済 小川、河村

109 11/24 光触媒の現状と利用例 山中、前サII

110 3/ 8 新世紀と企業の環境責任 那 須

(2/14) 次年度テーマ企画 中山、河村、前川、山中、福村、
*西 内、*宮川

* 東北部工技センター

② 技術研修
。長期研修

短期研修

期 月 講 座 名 な ど センター担当者

4 8～ 11 情報システム技術者養成講座 小川、山本

中山、
今道、

村
井

河
藤

井
本

酒
山

、小川、深尾次年度企画

期 月 講 座 名 な ど センター担当者

164 6 金属材料と熱処理講座 今道、佐々木

那須、山中165 6 プラスチック射出成型加工技術講座

深尾、藤井166 6 Visual Basた による WindOwsプログラミング講座

169 11～ 12 C言語プログラミング技術講座 木村、藤井

170 11 品質工学入門講座 酒井、中山

松本、白井171 10 食品技術講座

野上、小川172 12 インターネット活用技術講座

木村、山本173 EMC実用設計技術講座

小川、山本174 2 」avaプログラミング入門講座

小川、深尾175 Lttux入 門講座

今道、酒井177 機械加工技術講座

次年度企画 中山、河村、酒井、小川、今道
前サ||、 山中、白井
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(3)デザインフォーラムSHIGA

県内公設試のデザイン担当者と成安造形大学・県立大学および県内デザイン事業所による相互の交流と技術力の

向上を図り、併せて県下のデザイン産業の振興を目的として、平成8年に組織化しました。

平成10年度まで、事務局を(財 )滋賀県工業技術振興協会に設置していましたが、平成 11年度より当工業技術総合

センターに事務局を移転し、活動を継続しています。

現在の会員数は、個人会員40名 、法人会員17社となつています。

<活動内容 >

①情報提供事業

環境デザインセミナー

(株)オープンハウス/エコデザイン研究所  益田 文和 氏

日 時  99年 9月 23日 (祝)  14:00～ 16:00

場 所  長浜ドーム(滋賀環境ビジネスメッセ99会場内)

参加者  16名
②交流事業

道具研究会

家庭用コンポスト製造器をテーマに活動

ノリアフリー研究会

デジタルメディア研究会

滋賀デザイナーインデックスのインターネット版作成c

現在作業を進めており、来年度には公開予定。

(9)滋 賀ウエルフエアテクノハ ウス (VVTH)研究会

(財)滋賀県産業支援プラザが事務局として活動している滋賀ウエルフェアテクノハウス研究会は、本委員会を核に6

つのワーキンググアレープ(WG)がそれぞれのテーマの基に研究を進めたが、センターも委員会、WGおよび事務局ヘ

の支援を行つた。

① WG名
ア・福社用具スタディWG」

イ・シャワーキャリーWG
夕・加齢研究WG
工・長期行動体調モニターシステム開発WG
オ・筋力活用型歩行支援装具開発WG
力。自立移動補助装置開発WG

上記のWGのうち、センターはイ。および力.のWGに関わつた。

② 関係機関

ア・滋賀県新産業振興課

イ・滋賀県レイカディア推進課

ウ・滋賀県工業技術総合センター

エ。(財 )滋賀県レイカディア振興財団

オ。(財)滋賀県産業支援プラザ (事務局)

力。県内関係企業

なお、詳しい活動内容については、平成11年度「滋賀ウエルフェアテクノハウス研究会」研究報告書 (産業支援プラ

ザ発行)をご覧下さい。
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2.機器提供および依頼試験分析

(1)開放試験機機の提供

企業が新製品の開発、品質の向上、生産技術の改善等を目的として、試験機機を利用して試験。研究を実施しようと

するときは、可能な限リセンターの設備機器を開放しています。平成12年4月 1日 現在で、286種類の設備機器を開放

しています。

<平成10年度設備機器利用状況>
使用機器件数・延使用時間数。実企業数

使用機器件数 4,239

延使用時間数 27,485

実 企 業 数 330

使用 目的別件数

主な利用機器

使 用

目 的
基礎研究

新 製 品

開  発

生産技術

開  発
製品改良 品質管理 品質証明 苦情処理 その他 合 計

件 数
921

(21,7%)

895

(21,1%)

147

(3.5%)

496

(11,7%)

490

(11.6%)

856

(20.2%)

383

(9,0%)

51

(1.2%)
4,239

平 成 H年 度 昭和60年度度～平成H年度

No. 機  器  名 件数 機  器  名 件数

走査型電子顕微鏡 433 走査型電子顕微鏡 3,278

2 イオンコーティング装置 260 イオンコーティング装置 1,991

3 ICP発光分析装置 175 インストロン型万能試験機 1,916

4 インストロン型万能試験機 162 振動試験機 1,734

5 顕微赤外ATR測定装置 157 二次元測定機 686

6 顕微フージエ変換赤外分光光度計 151 顕微フージエ変換赤外分光光度計 1,349

127 ICP発光分析装置 1,1527 振動試験機

9438 大型マクロ写真装置 102 万能材料試験機

9 X線回折装置 96 熱分析装置 797

10 金属顕微鏡 93 表面粗さ測定機 733

92 疲労試験機 (油圧式 ) 70411 熱分析装置

12 放射電磁界測定システム 89 恒温恒湿槽 678

金属顕微鏡 67613 蛍光X線分析装置 87

77 試料研磨機 65514 ビデオマイクロスコープ

61215 万能材料試験機 75 ガス透過率測定装置

73 自記分光光度計 57116 二次元測定機

71 蛍光X線分析装置 56417 電波暗室

62 高精度妨害波測定装置 56118 炭素硫黄同時定量分析装置

59 X線回折装置 54619 恒温恒湿槽

58 ビデオマイクロスコープ 53120 画像解析装置

-38-



設備使用目的別利用件数

基礎研究
21'X 新製品開発

21 lll

製品改良
117%

116%
その他 12%

品質証明 昔情処理

年度別の推移
使用機器件数口実企業数

生産技

術開発

35路90%
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参考 年度別使用機器件数・延使用時間数・実企業数

1 1実 企業数

― 機器数

延使用時間数 実企業数年度 使用機器件数

1,721 8160 422

1,137 6,991 17561

10,530 22462 1,686

63 1,952 14,825 251

17,066 250一死 2,399

2 2,656 23,003 291

3 2,487 19,135 297

4 2,733 19,502 265

5 2 884 21,006 266

6 3,311 26,447 272

7 3,287 18,338 296

8 3,694 22,061 288

9 4,032 25,194 302

10 3,909 24,357 317

う
る

Ｏ
Ｏ

И
士 33011 4,239

合計 40,828 277,661 905
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(2)依頼試験分析

企業や団体から依頼を受け、材料や製品などの成分分析や各種試験測定を行つています。これらの業務に迅速的

確に対応できるよう試験機器の整備を図るとともに、試験方法について新しい技術の習得に努めています。

<平成11年度依頼試験分析実施状況>

区   分 項   目 件 数 単位数 単位名

電機・電子試験 耐衝撃電圧試験
電気特殊試験

試験
試験

材料試験 強度試験
摩耗試験

35
2

285
10

試料
試料

環境試験 振動試験 6 55 時間

化学分析 定量分析 5 46 成分

デザイン指導 デザイン指導
つ
ね 4 時間

合  計 52 403

参考 年度別依頼試験分析実施件数。単位

件数 (単位数 )

年

度

電  気

電子試験

料
　
験

材
　
試

境
　
験

環
　
試

性
　
験

物
　
試

密
　
定

精
　
測

化学分析
性
物
験

勘
生

食
微
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指 導
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3口 技術相談指導

県内企業における新技術の導入や新製品開発等の高度な技術支援を行うため、大学教授を技術相談役とした技術

相談。指導を積極的に実施する一方、実践的な現場技術の改善や管理技術等については、豊富な知識と長年の経験

を有する指導員を派遣する巡国技術指導制度や技術アドバイザー制度により対応しています。

さらに、工業技術総合センター職員が各専門分野において随時きめ細かな技術相談に応じるなど企業の要請に応

えるべく努めています。

また、県内企業の技術者に対し、当センター設置試験研究機器の利用を促進するため、技術講習会を実施しまし

た。

平成11年度の実績は次のとおりです。

実 施 件 数 等事 業 名

3,431件技 術 相 談

9企業 (63日 )技 術 ア ド バ イ ザ

62件 (87日 )特   別   技   術   相   談

11コ ース (78名 )技 術 普 及 講 習 会 (講 義 t実 習 )

7人 (27日寺FFIB)産 業 支 援 プ ラザ研 修 へ 講 師 と して 派 遣

平成 11年度 技術相談役指導事業

本目弓疑

日数

本目司疑

件数
指 導 分 野氏  名 職 名

電気工学

ハ
°
ワーエレクトロニクスおよび電気機器磁界解析

石 原 好 之
同志社大学工学部教授

(工 学 博 士)

名古屋大学工学部教授

(工 学 博 士)

機械工学

精密加工・切削加工・塑性加工および特殊加工
山 口 勝 美

金属工学

金属材料、機能材料、焼結材料および熱処理
赤 松 勝 也

関西大学工学部教授

(工 学 博 士)

食品工学

食品学、栄養学 (機能性食品)および食品加工
安 本 教 博

京都大学名誉教授

(農 学 博 士)

62 37

産業デザイン

エ業製品のデザインおよびCI商標作成
平 澤  逸

創造社デザイン専門学校

(専 任 講 師)
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備 考

技術相談役制度について

1.目 的

技術革新の進展に対応して県内企業の技術開発力を高め本県の工業振興を図るため、大学等との連携のもとに

各分野で権威のある大学の教授陣を技術相談役として依頼し、県内中小企業の新技術開発等高度な技術問題につ

いて直接相談に応じ、問題の解決を図るとともに産学の技術交流を推進します。

2.相談コーナーの設置

上記 目的を達成するため滋賀県工業技術総合センター (以下「センター」という。)に技術相談役による「技術相談

コーナー」を開設しています。

3.対象者

技術相談の対象者は、原則として中小企業者となります。

4.技術相談

1)相談内容は、概ね次の分野が対象となります。

○エレクトロニクス関連

(パワーエレクトロニクス、電気機器磁界解析、マイクロコンピュータ応用技術など)

Oメカトロニクス関連

(ロボット関連、自動制御技術マン・マシンエ学、知識工学など)

○先端加工技術関連

(精密加工、切削加工、塑性加工、特殊加工など)

○新素材・複合材料関連

(高分子複合材料 (FRP等 )、 金属材料、熱処理、材料試験など)

○食品関連

(食品製造技術、醸造技術、バイオテクノロジー関連など)

Oデザイン関連

(イングストリアルデザイン、CIデザイン、VIデザインなど)

5.相談の申し込み

相談の申し込みは、センター機械電子担当および機能材料担当の職員が随時受け付け、相談 日時については協

議の上決定します。

6.相談料

相談料は、無料です。

平成11年度 地域活性化アドバイザー支援事業

指   導   班

外  部 内  部
指 導 事 項

業 種

分 類

実施

日数

企業

数
地  域

IS09000の 認証取得
IS09000の 認証取得
品質工学の導入
IS09000の 認証取得

38 4 町
町
町
町

賠日膊膊

永
水
五
五

臣

一
三
信

孝
榛
省
高

瀬
山
瀬
田

野
外
廣
森

河村安
藤井

太郎
利徳
一昭
典久

井
尾

酒
深

機 械

野瀬 孝臣 藤井 利徳 IS09000の 認証取得金  属 10 石 部 町

河村・小)|| IS09000の 認証取得電 気 8 湖 東 町 野瀬 孝臣

伊藤 公一
伊藤 公一

インターネットの利用技術
コンピュータの利用技術

窯 業 3 2 信 楽 町
信 楽 町

丸

丸
直樹
直樹

町
市

山
浜

土
長

小川 洋
上田 修

白井・松本
松本 正

品質・衛生管理
HACCPの導入手法

食  品 5 2

外山 榛一 今道 高志 IS09000の 認証取得その他 2 愛 知 川 町

合  計 66 11
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平成 11年度 技術普及講習会 (講義 B実習 )

(機械 B電子関係 )

(化学・材料 日食品関係 )

於 :工業技術総合センター

於 :工業技術総合センター

講 習 会 名 称 実 施 日 内 容 参加人数

応力・歪み測定技術 10月 14日 機械部品等の構造材に発生している歪み量を測定し、応
力を得る方法

4

電子顕微鏡による微細
表面形状解析技術

10月 19日 2次電子画像情報を利用した微細表面凹凸状態の非破
壊評価技術

4

放射イミュニティ評価

技術

11月 2日 外来電磁波による電子機器の誤動作特性の評価
方法

5

放射妨害波測定技術 H月 5日 電子機器から放出される電磁波ノイズの規制と測定技術 7

表面粗さおよび真円度測定
技術

2月 29日 機械部品等の加工状態の評価手段である表面粗
さおよび真円度の測定技術

8

講 習 会 名 称 実 施 日 内 容 参加人数

材料試験技術 10月 5日 プラスチックや小物金属部品の引張、曲げおよび圧縮試
験方法とその評価技術

4

樹脂流動解析技術 11月 16日 プラスチック射出成形条件の最適化に使用する樹脂流動
解析シミュレーションソフトの

11

極微弱光による有機物の検

出技術

H月 18日 薄膜等の材料表面、微小異物の分析のための極微弱光
を測定する実習

7

有機物の微小・薄膜分析技

術

H月 19日 薄膜材料の表面分析と微小有機物質の定性分析の実習
および評価技術

16

X線回折法による無機材料
の定性解析技術

12月 3日 X線回折での薄膜法・粉末法の基礎原理と実習および定
性解析技術

6

複合薄膜作製装置による成
膜技術

12月 15日 薄膜作製の基礎と複合成膜装置による成膜の評価技術 6
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主な技術指導事例

◆課題【外観検査の自動化について】

本製品の外観形状の検査は、型ゲージやスケール等と併せて目視により判断する官能検査の部分が含ま

れ、評価する検査項 目数も非常に多いことが課題となつていた。人的負担の軽減には自動検査装置の開発

が不可欠であるが、人為的な判断部分と測定項 目数の多さが自動化を防げている。如何にすれば項 目を減

らし検査効率と信頼性をよリー層向上できるか。

指導  目視によらない効果的な判定をするために自動化装置の開発が進められているが、このような問題は単に

目視の部分を画像処理するというだけで検査できるのではなく、適正な判定基準があつて可能になる。自動

化装置の効果的なソフト開発のため、判定に必要な基準を設定し、検査項 目の有効性の検証と項 目の絞り込

みが必要である。そこで、多次元的情報に対して一つの尺度を与えてくれる品質工学の総合計測法 (MTS:
マハラノビス・タグチ・システム)により、この問題が解決できないか検討することにした。この結果、解決の可能

性があると判断されたので、以後、共同研究として継続して研究を進展させることイこなつた。

◆課題【開閉駆動用モータ制御基板回路素子の破損原因について】

自社で設計開発している電動開閉装置の駆動用モータ制御基板回路のフォトトライアック素子 (光カプラ

ーで電気的に遮断されたゲート信号を受けて電流を開閉する素子)が破壊するので、原因を調べて対策を施

したい。

指導 デジタルオシロスコープと高電圧差動プローブを用いて、フォト・トライアックにかかる電圧を調べた。フォト・

トライアックは正転・逆転それぞれ独立にあり、正転のフォトトライアックがオン時には逆転側はオフとなつてい

るが、オフ時にモーター回転によリフォトトライアックにかかる逆起電力の電圧が、フォトトライアックの耐電圧

以上の電圧になつていることがわかった。このために、フォトトライアックが破壊したものと考えられる。フォト・ト

ライアックの耐電圧が現行品より高いものに選定し直す必要があると指導した。

◆課題【スイッチング電源について】

スイッチング電源の過電流保護回路と電源高調波抑制回路の原理と設計方法を指導して欲しい。また、製

品開発後に行わなければならないノイズ試験に関しての指導も併せて教えて欲しい。

指導① 過電流保護回路 :過 電流検出方法として、スインチングトランスの一次側でカレントトランスを用いて入力電

流を検出する方法と、トランスニ次側の出力線ジターン側 (マイナス極側)に出力電流検出用に実装した抵抗

を用いて出力電流を検出する方法を説明した。

② 電源高調波抑制回路 :リ アクタンスを用いるパッシブフィァレタと、コイルとダイオード、スイッチング素子等を

用いるアクティブフィルタの原理と特長を説明をした。

③ ノイズ試験の規格と試験方法全般について説明した。

◆課題【回転体支える軸の破損について

'回転体を支える軸が破損したが、その原因の解明と対策について相談があつた。

図面から検討した結果、回転体と軸とを一体する接合部に切り欠き部が形成される可能性のある部分が見

つかり、実物でも極めて小さな切り欠きが形成されていることが確認され、その部分から破損していることがわ

かつた。原因はこの切り欠き部への応力集中による疲労破壊であると考えられる。対策として切り欠き部ができ

ないように、十分に溶接するよう指導した。

指導
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◆課題【Lhux用デバイスドライバの開発について】

Linuxのタッチパネル用デノミイスドライノミのプログラムを改造しようとしているが、Cプログラムのコンパイルが

うまくいかないので教えて欲しい。開発環境は、PC/AT互換機、日本語red hat Lhux 5.2、 XFrec86 3.3.3.1

である。

指導  コマンドラインからのコンパイルの際に、Cコンパイラに対し与えている各種オプションの指定が不十分であ

ることが原因のようである。Linuxのソースツリーを解凍した後、/usr/src/redhat/BUILD/X「 ee86-3.3.3,1/xc

ディレクトジに移動し make Wo』 dによリノースツリーをコンパイルすると、各種プログラムが利用するライブラジ

やコンパイル時に必要な Makeib等 が生成されるので、この環境内でソースプログラムの改造を行うのが最

も確実な方法である。ノースツリーのコンパイルが全て正常に完了したのを確認したら、本題の xf86ELo.cソ

ースのあるディレクトリに移動し、必要に応じてノースプログラムを変更した後、makeコ マンドにより再コンパイ

ァレを行うと良い。

◆課題【金属の組織観察について】

金属材料の組織観察ための準備とエッチング液について知りたい。

指導 顕微鏡を用いるミクロ組織観察と低倍率で観察するマクロ組織観察について特徴を説明し、試料の前処理

(切 断、研摩、洗浄等)についてセンター所有の装置を使用し指導した。また、エンチング液については検査

の目的、試料の材質により異なることを参考資料を用いて説明した。

今回、高周波焼入れを行つた炭素鋼の焼入れ深さと組織の観察をするため、試料の前処理および硝酸ア

ルコール溶液 (ナイタル)を用いてエッチングを行つた。金属顕微鏡により炭素鋼表面が均―に焼入れされ、

その組織がマルテンサイトであることを確認した。

◆課題〔食品の熱処理工程における中心温度の経時的測定について,

HACCPの導入にあたり、食品の熱処理工程における中心温度の経時変化 (温度履歴)を測定する必要が

生じた。熱処理は、真空パックした食品をベルトコンベアー(10m程度)に乗せ、90℃の温水中を30分間かけ

て移動させる方法で行つている。

指導  温度センサーを食品の中心に挿入して、デジタル温度計で経時的な温度変化を測定すれば良いことにな

るが、ベルトコンベアーが長いのと熱処理槽の形状から、計測器 自体も食品と一緒に槽内を移動させないと測

定は困難であつた。そこで、超小型の温度データロガーのセンサー部分を食品の中心に挿入し、本体は断熱

容器に入れて防水フィルムで封入して、ベルトコンベア上を同時に移動させて熱処理を行い、処理後データ

ロガー本体からデータを取り出す方法を指導した。また、市販されている超小型の各種データロガーについて

の情報を提供した。

◆課題【ドレッシング状のW/Oエマルジョンにおける水系部分に含まれる塩素イオン濃度について】

指導  遠心分離器により試料を油槽と水槽に分けた後、市販の塩素イオン測定キットにより濃度を求める方法を提

案。遠心分離器については、機器開放により利用し、約200ppmであることが判明した。
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◆課題【ポジエチレン中のフィラーの同定】

ポリエチレン中のフィラーが何であるか調べたい。X線回折装置で考えているが同定は可能であるか。試料

は500℃で燃焼し、カーボンを飛ばした状態で持参する。

指導 X線回折装置で対応。試料がかなり微量であること、試料中にガラス繊維が含まれていることから、X線回折

装置のPOWERを 12kWと し、分解能を上げるため受光スジットを0.15で測定を行つた。この結果、アルミナが

検出され、アルミナ自体がフィラーとは考えられずおそらく水酸化アルミニウムであると思われる。500℃で燃

焼した際にアルミナに変化したと考えられる。また、EPMAでも元素分析を行つた結果アルミニウムが検出さ

れた。

◆課題【ガラス基板上の薄膜の測定について】

ガラス基板上の薄膜の膜厚を計りたい。

指導  膜厚を精密に測定するのにはエツプツメータが適している。しかし、屈折率、吸収係数、膜厚のいずれかが

判明していないと正確な測定ができないため、あらかじめ他の方法で測定しておく必要がある。段差計で膜厚

の大体の値を出しておき、その後エツプツメータで精密化を行うのがいいのではないか。

◆課題【プラスチック上の樹脂の膜厚測定】

ポリカーボネート上の樹脂の膜厚測定を行いたい。

指導  可視光を通すのであれば、エリプツメータが使用可能である。接触式の段差計もあるが、樹脂などの柔らか

いものは正確に測定することができない。ただし、基板の凹凸が激しい、もしくは樹脂の凹凸が激しい場合は

エリプソメータでは測定不能になる。

◆課題【ゾルーグル薄膜の特性評価】

ゾルゲルで作つた膜の特性評価を行いたい。しつかりとした組成比になつているかどうかを見るのはどうした

らいヤヽか。

指導  通常は組成分析をすればいいが、光学的な特性評価としては屈折率から物質を特定することもできる。例

えばTi02は化学量論的な組成では屈折率が1,9ぐ らいとなるが不定比になるに従つて、その値からズレが生じ

る。また構造的にも評価することができ、その場合は、薄膜用X線回折装置を用いることになる。

◆課題【ITO薄膜の結晶子の大きさの測定〕

ITO薄膜の結晶子の大きさの測定をしたい。

指導  ものづくり試作開発支援センターで導入した薄膜用X線回折装置に結晶子の大きさを精密化するソフトが

あるのでその測定プログラムで結晶子の大きさを決定することが可能である。
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4.広報・情報提供

(1)刊行物の発行

①技術情報誌「テクノネットワーク」

紙面をビジュアルに刷新し、工業技術総合センターの「産学官研究会活動」、「試験研究機器紹介」をはじ

め、技術解説や研究紹介をする「テクノレビュー」、そのほか「研修・セミナーのお知らせ」、「センターニュース」

等企業に役立つ情報の提供に努め、県内企業および関係機関、団体等に配布しました。

O発行:年 6回 (5、 7、 9、 H、 1、 3月 )VOL.56～ 61 部数:各 2,500部 (産業支援プラザと合同発行)

②業務報告書

平成10年度の工業技術総合センター業務活動の年報として、第18号を発刊しました。内容は、業務概要、

施設、設備、組織、予算等を中心にまとめたもので、主に行政・試験研究機関、関係団体等へ配布しました。

O発行 :8月 部数:600部

③研究報告書

県内企業への技術移転を目指した応用研究を主軸に、併せて先導的な研究実施を目的とする「工業技術総

合センター研究指針」にもとづき、メカトロニクス応用の自動計測システムの研究、複合材料の評価に関する研

究等に取り組んでいますが、これら研究成果を広く県内企業に普及するとともに、技術指導等の基礎資料として

の活用を図るため、平成10年度研究報告としてとりまとめ、主に行政。試験研究機関・関係団体等へ配布しまし

た。

①発行 :11月  都数:600都

④その他の広報関係案内物

当センターの利用促進を図るため、「設備機器使用料・試験分析手数料のご案内」を作成し、センターに常備

して利用者の便宜を図りました。

(2)工業技術情報資料等の収集 日提供

工業技術に関する図書、雑誌および資料を備え、県内企業等に広く活用してもらうため、(財 )滋賀県産業支

援プラザに委託して閲覧・貸出。複写サービス業務を実施しました。

所有図書  図書 :約 10,800冊  雑誌 :約 100種類  日本工業規格αIS):全部門

情報検索  JOIS   ((財 )滋賀県産業支援滋賀県産業支援プラザにて運用)

PATOLIS((社 )発明協会滋賀県支部にて運用)

(3)ホームページによる情報提供

当センターの事業内容の紹介をはじめ、各種セミナー・技術講習会等の案内をホームページにて提供しまし

た。また、情報検索サービスとして、整備した試験研究用設備機器および技術関係図書のデータベースを随時

更新して最新の情報を提供しました。

(4)見学者等の対応

開設以来、施設、機器、運営等について、海外を含め、県内外からの技術者、経営者、行聴関係者等の多数

の視察、見学があります。

平成11年度見学状況

件 数 人 数区 分

24 +牛 246 人県 外 (海 外 含 む )団 体 等

12件 154 人県 内 団 体 等

36 イ牛 400 人計
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5.マスコミ発表等
(1)資料提供日記者発表

(2)掲載田放映等

内 容 発表 日 発表方法

信楽陶器CGシミュレーションシステムの開発 11. 5.28 資料提供

中小企業総合事業国委託事業による「ものづくり試作開発支セ

ンター」の開設

H.6.8 資料提供

「技術のブレイクスルーセミナー」の開催 11. 7.14 資料提供

県内企業が大学の研究成果を実用化 11.11.15 資料提供

特許電子図書館利用説明会の開催 12. 1.28 資料提供

内 容 掲載紙等 掲載 日

信楽陶器CGシミュレーションシステムの開発 読売新聞

びわこ放送テレビ

京都新聞

中日新聞

日本経済新聞

日経産業新聞

NHKテレビ

毎 日新聞

朝日新聞

NHKラシ・オ

11.6.2

H.6.2

H.6.3

H.6.3

11.6.3

11.6.4

H.6。 4

H.6.9
11. 6.13

11. 6.17

共同研究成果普及講習会 (福祉機器 ) 京都新聞 11.10.19

ヨシ紙ラベルの酒 醸界タイムス

京都新聞

H.■ .19

11.11.23

県内企業が大学の研究成果を実用化 京都新聞

日刊工業新聞

滋賀報知新聞

11.11.23

11,11.25

11.12.2

合同研究成果発表会 びわこ放送テレビ

NHKテ レビ

11.11.29

11.11.30

遺伝子組み替え大豆 日本経済新聞

朝日新聞

11。 12.1

11,12.23

松下エアコングループISO取得支援 日本経済新聞 12. 2,12
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(2)
滋賀県工業技術総合センター信楽窯業技 術試験 場



1.沿 車

2.敷 地 日建物

3.職 員 の 研 修

4.購 入設備 B機 器 日図書



1.沿 革

昭和 2年 4月   商工大臣設置の件認可、経常経費13,022円 臨時建設費51,223円 計上、 5月 7日 滋賀

県告示第175号 を以て滋賀県窯業試験場 と称する。

昭和 8年 5月  新築竣工

昭和25年 4月   滋賀県立信楽窯業試験場 と改称

昭和37年 3月   固形鋳込成形室新築

昭和39年 9月   乾燥試験室新築

昭和42年 2月   本館改築 (総工費18,360,000円 RC造 2階建 )

昭和46年 3月   開放試験室ならびに試作成形室新築 (総工費28,562,000円 RC造 2階建 )

昭和50年 3月   調土室棟、物品倉庫および車庫新築 (総工費69,430,000円 )

昭和54年 3月  第 1・ 第 2焼成開放試験棟新築

昭和55年 9月  第 1焼成開放試験棟 2階増築 (総工費2,950,000円 )

平成 7年 12月  調土室棟、物品 1・ 2階改修 (総工費8,137,000円 )

平成 9年 1月  本館相談室改修 (総工費8.858.000円 )

平成 9年 3月  渡廊下新築 (総工費4.635.000円 )

平成 9年 4月  組織統合により滋賀県工業技術総合センター信楽窯業技術試験場と改称

平成 10年 3月  福祉環境整備工事により身障者用便所等新築 (総工費10,395,000円 )
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2.敷 地・建 物

C),数  引ヒ 7,561.23平 1,うメートル

C)建  物  3,243.99平 方メートル

(内訳 )

本          館

開放試験室並びに試作成形室

固 形 鋳 込 成 形 室

肉 厚 大 物 乾 燥 室

調 土 室 棟

第 1焼 成 開 放 試 験 室

第 2焼 成 開 放 試 験 室

そ    の    他

便所

H

○所在地 激賀県甲賀郡信楽町大字長野498番地

○建物配置図

図書室資料
室

|

化 学 分 析 室会 議 室

′
一

′
―

′″

型倉庫

便所

607.

576.

90.

63.

698.

612.

201.

895.

拶r水処

理装置

82平方メ・―トアレ

00平方メー トル

90平方メ・―トル

00平方メー トアレ

04平方メー トル

00平方メー トル

05平方メー トル

18≦子ブテメ‐―トル

(本館 )

2階

1階

大物乾
燥室

固形鋳
込室

第二焼
成室

第一焼成室

精密測定
室(I)

X線室

||||
精密測定室
Ⅱ

色調測定室 釉薬試験室 物 性 室
CG室 釉薬資料室

一
一
三

ア イ

(調土室 )

試料作成室

込成形
室

原型室 施釉室ロクロ成 形 室

調 土 室

□

本目鳥疑

職 員 室

相談

事 務 室場長室

玄関
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3日 職員の研修

派遣職員名 研   修   名 研 修 先

主任専門員  高井隆三 公設試験研究機 関トップセミナー 中小企業大学東京校

4.購入設備・機器・図書
(設備・機器 )

規   格 取得年月 日 備    考品   名

物置 (ごみハウス) イナハ物 置 MFX60HBG 12. 3.30 廃棄物収納庫用

ローランドステカSTX-7 12。  3.21 試料作成用カッティンク
・フ

°
ロッターステカ

アルフ
°
ス電気 MD-5000 11. 6.11 シルクスクリーン版下作

製用
VDフォトフ

°
)ンタ=

H。 7,6 データー印刷用レーサ・―フ
°
リンター エア

°
ノン LP8400

ヨンと
°
ューターソフトウェア アドヒ・システムス・Acrobat 11。 10。 15 データー変換用

エア
°
ソン LP-800S 12. 3.21 データー印刷用プリンター

11. 9,30 郷上の収縮特性評価レーサ
゛
―ゴこ歩牛形浪1,こシステム キーエンス レーサ

゛
―Jこ歩牛形システムVG

赤外線水分計 ケット科学 FD-620 11. 7.21 郷上の水分測定

12, 1.17 原料秤量パーソナル天秤 A&D EK-6000H

日フトアビオニクスTVS-620 12. 1.31 素材の加熱特性評価用赤外線温度分布測定装置

12. 1,31 素材の衝撃試験用衝撃分析試験装置 シャルと
°一 CAI-1/4R-01

石膏原型の作製MODELA MDX-3 11. 5。 273次元フ
°
ロッター スキャナー付き

12. 1,31 窯業原料の顆粒化、乾
式フ

°
レス成形の前処理

ハ'スケット造粒機。球形整粒機 不ニハ
°
ウタ
・アレKAR-130型

特殊雰囲気焼成用中外エンプニアリンクATM46-17B 12. 1.31雰囲気式高速昇温電気炉

11.10。 20 恒温恒湿器小型環境試験機 タハ・イエスヘ
°
ック SH-220S3

試料記録用スリック フ
°
ロフェッショナルキ

・ア 11. 9,16三脚

MHT-6型 二相200V 11。  9.17 杯上の混練用土練機

11. 7。 29 試料作成用電動ドリル マキタ 13ミリ

イ上の混練用分離容易型MPM■ 20NSS 11.12.28ステンレス製真空土練機

11.12.28 耐摩性型材の開発用フ
°
レス機多孔質金属製湿式成形型 kuporeXSUS316L製雄 .雌型

PMW-6A H.6,7 原料保管用キャヒ・ネットハ
°
ネルフコ・ン

H.6.7 原料運搬用台 車 PLA300-T2DS
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(新規購入図書 )

発 行 所 名 購 入 年 月 日図   書    名 著 者 名

古谷道生 理エノ学社 11. 4.20翁 F貝曽穴窯

足立吟也 (株 )化学同人 11. 5. 6希土類の科学

津坂和秀 双葉社 11. 6. 3寄 貝曽釉薬応用ノート

講談社 11. 6.15翁 F貝曽窯変と焼締陶 (株)第 1出版社

11.11.11寄 贈愛知県陶磁資料館茶の腸とやきもの

12. 2.14謹呈加藤悦三 比較陶器研究所比較陶器談話室

12.  2.14寄貝曽ミホミューシ・アム 小学館信楽古壷大成

白洲正子 世界文化社 12. 2.14器のつれづれ

グラフィック社 12. 2,14トニー・ハ・―クス陶芸技法の手引き

11. 6.18竹内葬 アシ'テクノシステム多孔質体の性質とその応用技術
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研 究 開 発 業 務

1.研 究概要

2.共 同研 究 ・ 受託 研 究



1.研究概要

(1)研究テーマ

県内窯業の技術的基盤を強化するため「生産技術の研究」「新素材の研究開発」「地域産原料の活用化研究」「新製

品の開発研究」を重点課題にして研究開発をしています。

11年度は、次のテーマについて研究を実施しました。

①研究テーマ

研   究  テ マ 研  究  者

信楽陶器 CGシュミレーションシステムの成果移転 高井 隆三・中島 孝。大谷 哲也

セラミック系複合材料の研究 横井川 正美

迅速焼成に関する研究 高井 隆三。中島 孝

型成形技術の合理化に関する研究 川澄  一司

電磁波吸収材料の開発研究 宮代 雅夫・サII澄 一司

多孔質陶器による水質浄化機能の調査研究 高井 隆三・サH澄 一司

次世代対応陶製品の開発研究 高井
西尾

隆三・福村

隆臣・高畑
哲・伊藤 公一

宏亮・大容 哲也

②研究要旨

信楽陶器CGシミュレーションシステムの成果移転

信楽窯業技術試験場 隆三高井

中島

大谷

孝

哲也

Ryuzou  Takal

Takasi  Nakajima

Tetsuya Ootanl

平成9年度から2年間にわたり行つてきた、信楽陶器CGシミュレ ーションシステム(高 付加価値製品開発支援システ

ム)の成果を普及、改良するための研究会を発足させ、講習会等を実施する。成果は、信楽陶器商・工両組合より2名

ずつ、および立命館大学 人村教授に加わってもらい研究会を発足させた。

11年 は研究会、講習会合わせて6回を開催し、総数25名 に当システムの利用に必要なパスワードを配布し、半年間

に亘り試用をしてもらつた。試用期間に感じた不都合や追加したい機能を聞き、プログラムの変更改良を重ねることが

できた。

セラミックス系複合材料の研究

信楽窯業技術試験場  横井川 正美  Masami Yokoigawa

セラミックスー樹脂複合材料の組成、加熱条件と基礎物性との関係について検討した。検討組成はポジエテレンー粘

土―骨材系であり、100～ 175℃範囲で加熱している。成果は、既存の陶磁器成形法で対応できる低温焼成新素材が

開発ができた。低温(150℃ )で加熱するだけなので、省エネやC02の排出量削減の効果が期待できる。

ポジエチレン粉末20%、 信楽長石粉末 30%、 水ひ粘±50%の調合物に水を約30%加 え、可塑成形し、乾燥後150℃で熱

処理したものは耐水性があり、曲げ強さが12Mpaで あった。
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迅速焼成に関する研究

信楽窯業技術試験場 高井

中島

Ryuzou

Takasl

隆三

孝

Takai

Nakajima

信楽焼産地で一般に使用されているガスや電気窯の平均的焼成時間は15時間程度で、あぶり工程や冷却時間も

含めると86時間以上もかかつている。しかし、今後労働時間の短縮や省エネ問題などにより短時間焼成が課題となつ

ている。

急速昇温時における物性の変化を測定するとともに、爆裂の要因である残留湿度についても検討する。

成果は、昇温速度の違いによる物性の変化および、内部観察を行つた。また、試験のために導入した小型環境試験

機と非接触外径測定機の調整・改良を行い、粘上の結晶水や、有機物と爆裂との関係について追加観察を行つた。

型成形技術の合理化に関する研究

信楽窯業技術試験場  川澄 司   Kazusi Kawasumi

湿式練り土成形 (ローラーマシン成形、湿式プレス成形)に使用されている石膏型を、多孔質金属型に代えることに

より、型の長寿命化とともに、成形工程の合理化を図る。

成果は、11年度はステンレス製多孔質金属により内コテ、外コテ用成形型を作成し、成形試験を行つた。

種々の問題が生じたが、それらを解決した結果、多孔質金属の価格さえ下がれば石膏に代え得ることが確認できた。

現在、湿式プレス成形用金属型による、プレス成形試験を継続中である。

電磁波吸収材料の開発研究

信楽窯業技術試験場 宮代

川澄

雅夫

一司

Masao  X/1iyadai

KazusI Kawasunl

立命館大学で行うシミュレーションの結果を基に、電磁波吸収材・低反射材として有効な組識、構造をもつセラミック

ス材料の開発を行う。

11年度は多孔材料を燻化し、電気的性質を傾斜させた素材についてその反射・吸収特性を測定した。

成果は、多層構造電磁波吸収壁の最適材料設計シュミュレーションソフトを完成させた。傾斜試料の各層別誘電率、

誘電損失をLCRメーターで測定し、その値によるシミュレーション結果と、ネットワークアナライザーによる反射・吸収特

性を比較した。
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多孔質陶器による水質浄化機能の調査研究

信楽窯業技術試験場 高井

川澄

高井

福村

伊藤

西尾

高畑

大谷

〓
一
司

隆
　
一

Ryouzou Takal

Kazusl  Kawasuml

Ryouzou Takal

Satosl  Fukumura

Kouiti  ltou

Takatomi Nisio

Hiroaki Takahata

Tetsuya Ootanl

信楽から瀬田川に注ぐ大戸川の堆砂を活用して水質浄化機能を有する土木建設資材を開発する。成果は、大戸川

堆砂を50%以上配合した粘土を、土練機押出し成形し、煉瓦状の水質浄化資材(2t)を試作した。現在建設省近畿土木

事務所において水質浄化機能等について評価を行つている。

次世代対応陶製品の開発研究

信楽窯業技術試験場 隆三

哲

公一

隆臣

宏亮

哲也

前年度に引き続き、暮らしに関わる課題として、環境と人に優しい陶製品の開発をコンセプトに次代につながる新た

な分野への挑戦を試みた。H年度はこれまでの新技術の熟成と、省エネ、リサイクル等の環境関連分野や高齢化、福

社対応の分野での新たな提案を行つた。

成果は、新しい素材を活用した斬新なアイデアのもの、誰もが使い易く生活に潤いを与えてくれるものなど、以下3つ

の開発テーマに沿つて試作提案を行つた。

1.新素材、新技術の応用製品の開発。(軽量大型陶テーブル、軽量大皿 )

2.環境対応型陶製品の開発。(軽 量発泡タイル、リサイクル陶酒瓶 )

3.高 齢化、福祉対応製品の開発。(車椅子対応ガーデンプランター )

4.陶照明具 (灯籠)の 開発。(ロ ーツク仕様)各テーマ合わせて38品 目55点を試作し、

(財 )陶芸の森の産業展示館にて約一ヶ月間展示発表を行つた。期間中業界関係者、

一般合わせて3万 人の入場を得て当初の目的を達成した。

2.共同研究・受託研究
(共 同研究 )

担 当 者成果期  間研 究 テ ー マ機 関 名

宮代雅夫

川澄一司
H8.4～ 鮪匹続 ) 特許出

願中
電磁波吸収材の調査研究立命館大学

今西康博H9.6～ H12.3エアーフィルター用セラミック素材の開発三喜ゴム (株 )

横井川正美H10.1～ (継続 )アルミドロスを利用した軽量建材の開発アルメタックス(株 )

高井隆三

川澄一司
H10。 12～ 舘区続 )大戸川夕・ム堆積土の活用化調査研究近畿地方建設局

大戸川ダムエ事事務所
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指 導 業 務

¬.技 術相談 a指 導事 業

2.支 援事業

3.人 材育成事業

4.設 備 機 器 利 用

5,依 頼 試 験

6.研 究参与事 業



刊.技術相談・指導事業

(1)技術アドバイザー指 導事 業

本事業は、県知事より委嘱を受けた技術アドバイザーが企業の要請に応じ、企業が独自に解決するのが困難

な技術的課題について、適切なアドバイスを行うことにより、新製品および新技術の開発を促進させるものであ

る。

指導企業には経費の3分の1の負担金が課せられている。

指導事項 指 導 企 業 指導 日数指導分野 アドバイザー名

般 丸 直樹 インターネット 陶 器 製 造 業 2

〃 ソフトウェア

△
口 計 2企業 3日

(2)技術相談口技術指導

技術相談

対  象

1,999件    (場 内1,835件    現地164件 )

信楽陶器工業協同組合員 (158社 )

県内企業およびその他県外企業、学校など約30件

(3)滋賀県地場産業デザイン向上事業

県内地場産地の商品開発力を高めるため専門デザイナーを相談役に迎え、各産地中小企業を指導する。

11年度信楽焼産地に対するデザイン指導は次のとおりであつた。

・デザイン相談役

岩立通子氏 I,C.Tu代 表 (インテリアスタイリスト)

,指導対象

信楽陶器工業協同組合

インテリア、雑貨製品開発グループ等 18社

・指導内容

信楽焼インテリア、食器、雑貨製品の開発

・指導期 日

第一回   9月 15日   企画打ち合わせ

個別指導 7事業所

第二回  11月  9日   説明会 17事業所

第二回  12月 22日   個別指導 8事業所

第四回   3月 29日   個別指導 7事業所
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本事業は11年 度で終了する。これまですばらしい講師をお迎えし、多くの新製品が開発されたことに加え、その

指導過程の中で企業のデザイン意識が高められた。展示会、雑誌掲載、グッドデザイン選定品等を通じて全国か

ら新しい信楽焼に対しての良い反響が得られた。

本年度は、生活をトータルに提案する、百貨店の新企画、売場展開に合わせた製品開発を行い、また若手従業

員にデザイン提案してもらう試みを行つた。
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2.支援事業

(1)滋賀県マーケット重視型産地構造構築事業

21世紀に向けて、流通等を重視した産地構造を構築するなど新しい時代に適応するために、産地組合等が

実施する事業に対して補助する。

事 業 名 :新製品 。新技術対応流通チャンネル構築事業

テ ー マ :ガーデニング製品の開発・需要開拓

補 助 対 象 :信楽陶器工業協同組合

委嘱専門家 :御手洗照子 流通ア ドバイザー トPoT代表

参 加 企 業 :ガーデニング開発推進委員会 20社 20名
事 業 内 容 :展示会の開催およびインターネ ン トを利用 してホームページでガーデニング製

品の紹介

○展示会の開催

会   期

会   場

イベン ト名

出 展 点 数

展 示 面 積

平成 11年 9月 1日 (水 )～ 9月 3日 (金 )

東京 ビッグサイ ト

東京ギフ ト・ショー秋'99

約 200点
約 27平方メー トル

○ホームページでのガーデニング製品の紹介

インターネットを利用して、ホームページでガーデニング製品の紹介をする為に委託先で

ある(株 )フ レックスコンピュータと随時委員会を開催して、掲載商品の選定、構成等について

協議し信楽陶器工業協同組合のホームページ内に新商品開発事業紹介として2月 に掲載

された。
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3.人材育成事業

(1)窯業技術者養成事業

本事業は、県内窯業技術の振興をはかり、陶器業界の経営改善に資するために必要な窯業技術者の養成

行つている。人材難といわれる中、産地の活性化につながるとして、ますます業界の期待が高まっている。

○平成 11年度の修了生

研 修 生 氏 名 専 攻 科 目 進    路

吉川 隆弘 大物ロクロ (株 )西浦商事

藤永 真記子 自道窯

長澤 美幸 /1ヽ 物ロクロ 丸久製陶所 (株 )

藤原 加寿子 自営

村上 直子 ,′ 羅工房

奥田 咲子 〃 蓮月窯

奥田 章 壺文製陶 (有 )

加藤 悦子 (財)滋賀県陶芸の森

菅原 糸子 釉   薬 自営

澤  昌義 研修生 (大物ロクロ科 )

小西 晃 紫香陶房

飯山 園子 研修生 (小物ロクロ科 )

金丸 美代子 素地焼成 草土窯

中本 有子 デザイン 菱三陶園(株 )

筈井 寿枝 研修生 (小物ロクロ科 )

松吉 希美子 中川研陶(株 )

○平成 12年度研修生選考について

平成 11年 12月 8日 (水 )平成 11年度滋賀県窯業技術者養成研修実施公告

平成 12年 2月 1日 (火 )～ 10日 (木 )願書受付

2月 17日 (本 )選 考試験

2月 28日 (月 )選考委員会

3月 3日 (金 )合格発表

34名 の応募があり、その中から16人を選考

大物ロクロ成形科 3人、小物ロクロ成型科 5人、釉薬科4人、素地焼成科 2人、デザイン科 2人

(2)学外研究生、実習生の受け入れ

・研究生 龍谷大学理工学部物質化学科  小林 (啓佑)研究室 本地川 志朗

研究期間 :平成 11年 4月 1日 (木 )～ 12年 2月 29口 (火 )

研究課題 :粘 土の可塑性に関する研究

龍谷大学理工学部物質化学科3年生   勝部 友貴

実習期間 :平成 11年 8月 23日 (月 )～ 9月 10日 (金 )

実習内容 :陶器の物性・評価試験
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(3)産地育成指導事業

○信楽陶磁器研究会

陶器産業にたずさわる者で構成し、信楽陶器産業の発展に寄与することを目的に昭和62年に発足した。講習

会、研修会、見学会等の活動を通して多角的にやきものをに関する研究を実施している。

会員数56名   会長 西尾 矩昌

・活動概要

「研修会」

染付技法   壺に唐子紋様  9月 1日 から8回  18時30分より20時 30分

講師 :Li Cheng 先生

参加者 :20名

「見学会」

愛知県立陶磁美術館

犬山焼他 田村学芸員

MIHO美 術館

信楽焼「壺中の天」 畑中学芸員

陶芸の森 陶芸館

なんてきれいなんて不思議

―釉薬の表現と陶芸美―

やきものの20世紀

華麗なるオラングの美

アール・ヌーボーとアール・デコの陶芸

「ボランティア活動」

木之本町

まちおこし行事に協力

(石 田三成 二献の茶の故事にらなんだ茶

碗制作 )

<対象>  木之本町商工会

木之本町教育委員会

木之本町立小学校 4校 5年生児童

<内 容 >  野焼き大茶碗 町民300人用 (直径約 1イ「 )の制作と焼成指導

小学5年生が制作した茶碗 107個の野焼き指導

本焼き大茶碗制作焼成 於 信楽窯業技術試験場

・新聞記事掲載

朝 日新聞10/15毎 日新聞10/23読売新聞10/21京都新聞10/16中 日新聞10/16,23,25,26

産経新聞1016

・テレビ放映

NHK、 BBC、 毎 日他

滋賀県の北と南の民間の文化交流として注 目をあびた。

「出店協力」陶器市 賤ヶ岳天下取り祭 10/23。 24
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○信楽窯業技術試験場研修生OB会

当試験場の研修修了者で構成し、窯業技術の向上と産地の活性化を目的に設立され、毎年信楽陶器祭に合わ
せて、「信楽窯業技術試験場研修生oB展」を開催している。

11年度は下記のとおり開催し、会場では、消費者の好みや購買傾向等について、アンケート調査を実施した。年
代別。男女別に集計を行い、各出展者に資料提供した。

期 間

会 場

出展者

出品数

平成 11年 7月 23日 (金 )～ 25日 (日 )

信楽伝統産業会館

16人

27点 (食器 8点・花入5点・置物4点・オブジェ2点・照明3点・壺3点茶道具L点・水琴屈 L点 )
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4.設備機器利用

設備機器利用

県行政財産使用条例 による設備利用

総数 3241回

/1ヽ 言+886回

機械設備名 件数 機械設備名 件 数

クラッシャー 5 写真撮影装置付顕微鏡

ァシンター 走査型電子顕微鏡 28

スタンプミル 4 粒度分析装置 17

超微粉砕機 (アトライター) 画像処理装置 9

2トロンミル (300キ ログラム) スクリーン印刷装置

トロンミル ( 50キログラム) 7 オートグラフ 3

振動ミル ９
Ｐ 蛍光X線分析装置 31

26_段ポットミル 18 自動高出力X線回析装置

万能混合攪拌機 4 ノミィル ートパッカー

6可搬攪拌機 カッティングプロッター

25フィアレタープレス 電気炉 9kw素焼

真空土練機 23 電気炉 9kw本焼 16

8 電気炉15kw素 焼 14攪拌雷潰機

6ラクネール 電気炉15kw本焼

6混練機 5 電気炉45kw素焼

10 電気炉45kw本焼セラローラ

9石膏真空攪拌機 シリコニット電気炉

2石膏型削盤 ９
常 脱脂付電気炉

ガス窯 0,4立方メートル素焼 6サンドブラスター

9硬質物切断機 ガス窯 0,4立方メートル本焼

ガス窯2立方メートル素焼 4プレートコンパクター

3pHメ ーター ガス窯2立方メートル本焼

4 ガス窯6立方メートル素焼電子天秤

2ミニファーネス(耐火度試験機) ガス窯6立方メートル本焼

2熱伝導率計 6 ガス炉 0。 05立方メートル

7熱分析装置
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行政財産使用条例第6条適用による設備利用  小計2905回

機械設備名 件 数 機械設備名 件 数

クラッシャー 16 耐火度試験機 9

デシンター 2 オートクレーブ 4

スタンプミル 4 熱伝導率計 22

超微粉砕機 (アトライター) 3 熱分析装置 42

トロンミル(50キログラム) 19 走査型電子顕微鏡 37

振動ミル 13 粒度分析装置 65

二段ポットミル 44 画像処理装置 104

鉄粉濾過器 スクリーン印刷装置 31

振動フルイ 14 熱風定温乾燥機 138

万能混合攪拌機 26 定温乾燥器 93

ハイスピードミキサー 21 オートグラフ 55

可般攪拌機 2 蛍光X線分析装置 43

フィルタープレス 8 自動高出力X線回折装置 55

真空土練機 9 小型環境試験器 19

攪拌雷潰機 372 精密切断機 14

ラクネール 9 電気炉 9キロワット素焼 10

混練機 41 電気炉 9キロワント本焼 49

3 電気炉 15キロワット素焼 4泥しょう混合機

電気炉 15キロワット本焼 10セラローラ 227

石膏真空攪拌機 110 電気炉45キ ロワット素焼 6

石膏型削盤 21 電気炉45キロワット本焼 10

サンドブラスター 9 シリコニット電気炉 56

硬質物切断機 81 脱脂付電気炉 O

油圧プレス 72 ガス窯 0,4立方メートル本焼 20

の
ね製九機 3 ガス窯2立方メートル素焼

の
わ ガス窯2立方メートル本焼 3卓上型顆粒製造器

ガス窯6立方メートル素焼 O球形整粒機 2

OPHメーター 28 ガス窯6立方メートル本焼

763 ガス炉0.05立方メートル 0電子天秤

14硬度計 20 ラく――パ ーーバ ‐― /`

光高温度計 17 カラープリンター O

凍害試験機 カッティングプロッター 0

O 高温用電気炉 23土練機

調土電気炉 1 0kw 9
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5.依頼試験

0依頼試験 総数 174単位

試   験   名 受付件数(単位 ) 試   験   名 受付件数(単位 )

定 性 分 析 11 オ ー トク レ ー ブ 試 験 12

定 量 分 析 17 凍 害 試 験 44

耐 火 度 試 験 熱 衝 撃 試 験 9

呈 色 試 験 加 熱 重 量 変 化 測 定 0

乾 燥 収 縮 試 験 0 比   重   測   定 6

焼 成 収 縮 試 験 0 か さ 比 重  測  定 0

全 収 縮 試 験 0 真  比  重  測  定 0

耐 薬 品 試 験 5 粒 度 分 析 11

耐 圧 試 験 6 曲 げ 強 度 試 験 14

吸 水 率 試 験 25 摩 耗 試 験 7

熱  膨  張  測  定 2 成 績 書 の 複 本 (和 文 ) 3
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6.研究参与事業

当事業は、信楽窯業技術試験場技術担当職員が行う研究開発業務および指導業務において、都外より専門講師を

招聘し、当面する諸問題に対して適切な解決策を検討し、より高度な指導を受けるために設けられた事業である。

○平成11年度では次の指導を受けた。

講  師 指 導 内 容期   日

Hll,4.26 出井 豊 次世代対応陶製品の開発に対する企画指導

出井 豊 次世代対応陶製品の開発に対する企画及び展示計画の指導Hll.6.15

軽量大型陶板に対する下絵加飾技術の指導Hll.7. 8 福 田  翔

福 田  翔Hll.7.12

Hll.8. 6 稲岡真理子
神部 貴彦
父1持 和之

次世代対応陶製品'99試作展の求評、指導
〃

〃

Hll,8,81 人村広二郎 信楽焼商品開発支援システムの普及、指導

吉川  猛
滝  次陽

低品位原料、未利用資源の有効活用法の指導
,,

Hll.12,1～ 2

H12年度次世代対応陶製品'00の企画指導H12.1.26 出井 豊

高橋 恵子 ガーデニング関連製品の市場動向について指導H12.1.28

機能性ガラス及びガラス製造技術の陶器への応用H12.2. 7 久米  員

社頭 脩史 環境及び福祉関連分野の製品デザインの指導H12.2. 9

神部 貴彦 プレハブ住宅メーカーの環境対応について指導H12。 2.10

出井 豊 次世代封応陶製品'00の企画指導 (第 2回 )H12.2.28

次世代対応陶製品'OOの企画指導 (第 3回 )H12,3.24 出井 豊二
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成 果普及 。情報提供事業

1.講 演会の開催

2.研 究成果発表

刊行物の発行

マス コ ミ発表等

３

　

　

４



1.講演会の開催

業界の製品開発の参考のため市場情報等について専門家による講演会を開催した。

。テーマ『食品及びインテジア・雑貨用品等の商品情報と今後の消費動向の予測について』

・講師  稲岡真理子 氏 (生活科学評論家)

。日時  平成 12年 2月 23日

・聴講者 38名

2,研究成果発表

県内関係事業所に向けて、信楽窯業技術試験場が主として平成 10年度に研究開発してきた成果を発表し、業界ヘ

の普及に努めた。

・開催 日:平成 11年 11月  5日 (金 )13時 30分 ～ 17日寺

。会 場 i信楽窯業技術試験場 2階会議室

・発表内容

1.陶磁器の再生技術に関する研究

2.耐磨耗性型材による陶磁器製造技術の開発

3.電磁波吸収材の調査研究

4.軽量発泡セラミックの開発

5,暮 らしの陶製品の開発研究 (暮 らしの陶製品98)

6。 信楽陶器産業における商品開発支援システムの開発

7.中 国籾南省長沙市周辺の陶業

参加事業所数 32社     聴講者数43名

川澄 一司

川澄 一司

宮代 雅夫

横井川正美

福村 哲

大谷 哲也

伊藤 公一

3E刊行物の発行

(1)業務報告書

平成10年度に実施した信楽窯業技術試験場の業務概要をまとめ関係企業、機関等に配付した。 (工 業技術

総合センター業務報告第13号 P65～ 82)

(2)研究報告書

平成10年度に実施した信楽窯業技術試験場研究開発業務の成果をまとめ関係企業、機関等に配付した。(工

業技術総合センター研究報告第13号 )

(工業技術総合センター信楽窯業技術試験場研究報告)

(3)情報誌「陶」

信楽窯業技術試験場が実施している事業の成果や様々な窯業関係情報を紹介している。平成11年 9月 (11

号)と 12年 4月 (12号 )の 2回 /年 各800部を発行し県内企業、市町村役場、関係機関・団体へ配付した。
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4.マスコミ発表等

信楽窯業技術試験場関係報道 (平成 11年度 )

<新聞・雑誌報道 >
12年 1/9.19     (朝 日新聞 :2回 )

HttNOH発行 (セ ラミック :1回 )

11年 6/9.9/9,11/17.23(毎 日新聞 :4回 )

H年 8/1発 行  (日 経ゼロワン :1回 )

■年6/2      (読 売新聞 :1回 )

11年 6/3.12年 1/19  (京 都新聞 :2回 )

H年6/3      (中 日新聞 :1回 )

11年 6/3.7/30,10/11.12年 1/7(日 経新聞 :4回 )

11年 12/21     (日 刊工業新聞 :1回 )

H年8/5      (陶 業時報新聞 :1回 )

H年6/25      (甲 賀新聞 :1回 )

<テ レビ、ラジオ放送 >
■年8/13(びわこ放送 :1回 )

H年 7/26(KBSラデオ放送■回)
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そ  の  他

1.場 内見学者数

2.信 楽 陶 器 業 界 生 産 状 況



1.場内見学者数

場内見学者数   553人

2.信楽陶器業界生産状況

(1)平成 11年 (1月 ～12月 )の調査結果

()は平成 10年

調査対象企業数 131(131)

従業員数

1,111

(1,116人 ) 男

606ノに

(620人 ) 女

323ノ(

(334人 )

パート

学園生

182人

(162人 )

トンネル

10

(9) 電   気

102

(96)

登

穴

窯

窯

48

(46)
窯

数

ガ   ス

249

(239) 重   油

21

(17) 合   計

430

(407)

生 産 高

(万 円)

前年比

(%)

構成比

(%)

平成 10年生産高

(万 円)

総 生 産 高 1,201,696 96.3 1,247,872

植  木  鉢 133,825 94.6 11,1 141,482

イ ン テ リ ア

エ クス テ ジア 211,468 97.8 17.6 216,332

花 器 96,709 99.0 8。 0 97,684

建 材 540,698 98.4 45,0 549,458

食 卓 用 品 201,596 97.6 16.8 206,512

そ  の  他 17,400 47.8 1.4 36,404
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☆ 」R草津線貴生川駅で信楽高原鐵道に乗り換え、

信楽駅下車徒歩約20分。

☆ 」R石山駅下車、駅前より帝産バスで終点信楽下

車、徒歩刊O分。

☆ 名神高速道路瀬田東、瀬田西ICおよび京滋バイパ

ス瀬口ICよ り県道大津信楽線で約40分。

☆ 名神高速道路八日市ICよ り国適C07号で約60分。

☆ 東名阪自動車道壬生野ICより約40分。
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